
 
大強度陽子シンクロトロン用 

ビームコリメータの開発 

 

 

 

 

 

山本 風海 
 

博 士 （工学） 

総合研究大学院大学 

高エネルギー加速器科学研究科 

加速器科学専攻 

平成19年度 

（2007） 





目 次

論文の概要

第 章 序論

背景（ 計画）

加速器におけるビームロス

国立研究所　

研究所　

計画　蓄積リング

ビームロス許容限度

の軌道設計と想定ビームロス

第 章 コリメータシステム原理

概要

原子核との弾性散乱

物質を構成する原子あるいは分子中の電子との非弾性散乱

コリメーションシステム原理

１次元モデルでのコリメータの位相関係

第 章 コリメータシステム検討

コリメータシステム設計および評価用シミュレーションコード

水平垂直方向コリメータの材質、形状検討

と配置検討

運動量方向コリメータ検討

コリメーション効率のコリメータ 依存性

位置エラーの影響

インパクトパラメータ依存性

第 章 機器設計

機器設計概要

コード

遮蔽設計と放射線量評価

冷却システム検討



概要

実機試験

他機器故障発生時のコリメータでの発熱

二次電子抑制コーティング試験

コーティング試験条件

試験方法

試験結果

第 章 ビーム調整試験開始直後のロス分布

概要

ビーム試験状況

ビームロスモニタ出力と残留線量分布

第 章 まとめと今後の課題

付 録 大口径リモートクランプシステム

他施設の取り組み

ビームコリメータシステム用遠隔クランプ

付 録 コリメータ使用部品の耐放射線試験

線照射試験施設

概要

線照射施設詳細

照射線量の評価方法

耐放射線ステッピングモータ

概要

試験条件

試験内容

照射環境中での動作試験結果

特性試験結果と考察

ヒートパイプ冷却システム検討

概要

試験条件

ヒートパイプ機能試験内容

ヒートパイプ機能試験結果

ヒートパイプ内圧力測定方法

ヒートパイプ内圧力測定結果

ガス分析方法

ガスクロ測定結果

四重極質量分析測定結果



ヒートパイプ試験考察

付 録 真空処理

コリメータの真空処理

コリメータブロック脱ガス処理

謝辞

参考文献





論文の概要

本論文では、大強度陽子加速器計画の早い繰り返しの シンクロトロンに

おいて、ビームロスの拡散を防ぎ、機器の放射化を低減させることを目的として

検討を行ったビームコリメータシステムについて述べる。本論文は 章から構成

される。第 章では、本研究の背景である大強度陽子加速器計画 シンクロト

ロンについての説明と、ビームコリメータシステムの必要性について述べる。第

章では、コリメータを形成する物質とビームがどのような相互作用を起こすか、

素過程についての説明と、 シンクロトロンで採用しているコリメータシステ

ムの概念について述べる。第 章では、本研究で行ったビームコリメータシステ

ムの設計検討と、その検討結果を基にして行なったビームロスのシミュレーショ

ンの結果について述べる。第 章では、最初にビームロスによる放射線の影響評

価の結果について述べ、それを基に行なった放射線対応のコリメータシステムの

機器設計と構成部品の研究開発に関して述べる。第 章では、ビーム調整試験開

始直後におけるビームロス分布と残留線量の状況に関して述べる。そして第 章

において、本研究で実施した解析および実験結果について総合的な評価と今後の

研究の方針について考察する。





第 章 序論

背景（ 計画）

現在、日本原子力研究開発機構（原子力機構）と高エネルギー加速器研究機構

（ ）が共同で建設を進めている大強度陽子加速器計画（

、 ）では、世界最高の陽子ビーム強度を目指し、加

速器の製作が進められている。 計画は、 リニアック、 シン

クロトロン（ 、 ）、 シンクロトロン（

、 ）という つの加速器施設 と、加速された陽子ビームを利用す

る実験施設から構成されている 。それら施設はすべて茨城県の東海村にある

原子力機構原子力科学研究所（原科研）敷地内に配置されている。各施設の配置

を図 に示す。

各加速器施設および実験施設に関して、以下にまとめる。

リニアック

イオン源より負水素イオン（ ）ビームを発生させ、これを高周波四重極リ

ニアック、アルバレ型ドリフトチューブリニアック、分離型ドリフトチュー

ブリニアックによって定格エネルギー まで加速した後、ビーム輸送

ライン（ 、 ）を通して

へ出射する。

　 シンクロトロン

リニアックから入射された ビームを荷電変換薄膜により陽子（ ）ビー

ムに変換、 秒の間蓄積し、さらに最大 まで加速した後、物質・生

命科学実験施設（ 、以下 ）及び へ

出射する。

　 シンクロトロン

から供給される ビームを約 の周期で最大 まで加速し、

原子核素粒子実験施設へは遅い取り出し、ニュートリノ実験施設へは早い取

り出し方式でそれぞれ出射する。



図 大強度陽子加速器施設（ ）平面図



　 物質・生命科学実験施設

から供給される ビームによって生成した、中性子やミュオンを用い

た物質科学や生命科学の研究を行う。陽子による原子核破砕反応で発生する

中性子を用いた物質科学や構造生物学の研究では、従来のＸ線撮影や放射光

を利用した測定では不可能だった軽元素の位置情報が得られる。この特徴を

利用して、タンパク質中の水素や水分子、またリチウム電池中のリチウム等

の構造を詳細に調べることができ、新薬の開発、高性能電池材料、水素吸蔵

合金等の開発が行われる。ミュオンビームを用いた研究としては、 （ミュ

オン・スピン・回転／緩和／共鳴）を始めとした物質科学の研究や、ミュオ

ン触媒核融合研究が予定されている。 とはスピン偏極したミュオンを

物質中に注入し、ミュオンスピンの感じる内部磁場の大きさや揺らぎを測

定することにより物質の様々な性質を明らかにする手法であり、核磁気共鳴

（ ）、電子スピン共鳴（ ）と並ぶ有力な物性研究手段として開発が

進められている。 は中性子散乱と相補的に、空間的に乱れた磁気的状態

の研究に対して有効である。またミュオン触媒核融合研究では、負の電荷を

持つ負ミュオン を導入して、二つの水素同位体核の一つにまきつかせ、

通常の水素原子の のサイズを持つ中性原子をつくりだす。それによっ

て、水素同位体原子間の電気的反発力が消失し、二つの核が容易に近づき、

高温を必要とせず核融合を引き起こすことができる。

ハドロン実験施設

から供給される ビームや、それによって生成される中間子等を用い

た基礎物理の研究を行う。 陽子ビームを利用して 中間子、 中間

子、ハイペロン、ニュートリノ、ミュオン、反陽子等の二次粒子ビームを作

り出し、それらを用いて原子核・素粒子物理の実験を行う予定である。 中

間子ビームによって核物質中に 粒子を持ち込むことができ、これに

よって、 を含んだ原子核分光学の研究を行うことができる。この

他にも、ハドロンの質量の起源の研究、 対称性の破れを測定する 中間

子の稀崩壊の測定、等が計画されている。

ニュートリノ実験施設

から供給される ビームによって生成した、ニュートリノを用いた基

礎物理の研究を行う。 から取り出された数 秒のパルス幅を持った陽子

ビームを標的に衝突させることによって、 中間子を発生させ、その崩壊の

結果生じるニュートリノを原科研よりおよそ 西に位置するスーパーカ

ミオカンデ検出器に打ち込み、ニュートリノ振動の測定などを計画している。

これら施設群のうち、 は、リニアックで定格エネルギーの まで加



速され を通過してきた ビームを荷電変換薄膜により陽子ビームに変換

し、この陽子ビームを の繰り返し周波数でさらに まで加速する。

は、主電磁石、高周波加速空胴、入出射用電磁石等の機器より構成されて

おり、それらは地下約 にあるトンネル内に配置される。これら機器のうち、

主電磁石は偏向電磁石、四重極電磁石、六重極電磁石からなり、 度に曲がった

箇所のアーク部と つの直線部（入射用直線部、出射用直線部、高周波空胴用直

線部）に配置される。ビームは偏向電磁石 台につき軌道を 度曲げられ、計

台によって 度周回する閉軌道が形成される。また四重極電磁石、六重極電磁

石によって 、 色収差 を調整されながら周回する。

入射用直線部には入射セプタム電磁石及び入射バンプ電磁石が配置され、それ

らが入射ビーム軌道を の陽子ビーム周回軌道に合流させる。この際、 の

ように主電磁石で作られた周回閉軌道上に軌道の外より入射ビームを合流させよ

うとした場合、入射ビームの電荷が同じであると閉軌道上の同じ位置に重ねて同

種ビームを入射することは の定理により原理的に不可能である。その

ため、入射中に周回軌道を徐々にずらす必要があるが（ ）、リ

ニアックからの入射ビームを何百ターンも重ねてシンクロトロン内に蓄積しよう

とすると、それらずらした軌道全てを含めるためには非常に大きな （真

空容器内径）が必要となり、現実的ではない。そこで、同一軌道上に効率よくビー

ムを重ねて入射する方式として、 では荷電変換入射方式が用いられる 。

荷電変換入射方式とは、リニアックからの入射ビームを とし、ビームの入射

点に荷電変換フォイルと呼ばれる薄膜（ では炭素薄膜を使用）を挿入してお

く方式である。入射してきた ビームは、この薄膜を通過する際に薄膜原子との

相互作用によって電子を二つ剥ぎ取られ、 となってリング内に入射される。こ

のとき、入射点において入射粒子の電荷が反転することによって、 内に形成

されている 粒子の閉軌道の外側より、その閉軌道を歪めることなく重ねて入射

することができる。

この過程において、電子が一つも剥ぎ取られない ビームや、もしくは剥ぎ取

られた電子が一つである ビームは、入射点より下流のトンネル壁に埋め込まれ

た ダンプに誘導され廃棄される。

周回陽子ビームは高周波空胴用直線部に配置された高周波加速空胴によって定

格エネルギー まで加速される。 は 数２で運転され、加速高

周波の周波数は ～ である。最大加速電圧は で、これを 台

の高周波加速空胴で達成させる。加速空胴は磁性材料としてナノ結晶磁性材料で

あるファインメットを用いた広帯域型高周波空胴を採用し、高周波空胴用直線部

に配置される。

最終的に加速が終了した陽子ビームは出射直線部に設置された出射キッカー電

磁石及び出射セプタム電磁石により から出射される。出射されたビームは、

へのビームライン（ 、

）を通過し、そこから および へと輸送される。 は、最終的



にはリニアックを まで増強する事で、出力 を達成することを目標

に設計されている。 の構成を図 に示す。

図 機器構成図



加速器におけるビームロス

計画 では、加速終了時のビームパワーは にも達し、これは

国内で運転されていた最大強度の陽子加速器である の

ビーム出力（ ｋ ）の 倍以上である。また、世界的に見てもこれほどの大

強度出力を誇る陽子加速器は現存せず、比肩する計画としては米 計画がある

のみである。表 に、 と今回の の主要緒元を示す。また、図

に世界の陽子加速器の加速エネルギーと出力ビーム電流の比較図を示す。

表 シンクロトロンパラメータ

加速 ～ ～

繰返し周期 秒

ビーム電流 μ

粒子数 × ×

この様に、 計画では既存の加速器と比較して、何桁も大きいビーム出力

で設計を行っている。この様な大強度の陽子加速器において最も問題となるのは、

ビームロスによって加速器機器やトンネルが放射化し、保守作業に支障をきたす

様になることである。本研究対象であるビームコリメータは、 内の他の機器

よりも を狭くする事で、ビームロスをそのコリメータに集中させ、他の

機器の放射化を減らすという機器である。以下、稼働実績のある加速器のビーム

ロスと放射化に関しての例として、 、 国立研究所の 、お

よび 研究所の を挙げる。また、 と並び世界の

２大中性子源施設の一つとして建設され、現在コミッショニングが進められてい

る の設計パラメータについてもまとめる。

年末現在では、 はすでに運転を終了しているので、営業運転を行っ

ていた 年末のデータを採り上げる。このデータでは、トンネル内はビームロ

スによる放射化で停止後数日を経過しても平均数百 、局所的には

以上もの残留放射能が検出されている （図 ）。

個人被曝線量の制限としては、放射線業務従事者等の放射線障害を防止するため

「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」（障害防止法）によっ

て法令値が定められている。 においては、所内規定として放射線障害予防規

程を定めており 、 年間で許容される個人被曝線量は法令値に対して 割に止



図 世界の陽子加速器の加速エネルギーと出力ビーム電流



図 トンネル内残留放射線量分布図

棒グラフの値は、 年末測定値



めるよう規定されている。また、被曝線量を出来るだけ低く抑えるという観点よ

り、被曝線量を管理するための目安基準を設けており、その目標値はさらに低い

値となっている。表 に被曝線量限度値を示す。

表 個人被曝線量限度

　 障害防止法 予防規程

放射線業務 実効線量

従事者等

男子 年 年

女子 年

月

妊娠期間

等価線量

女子腹部表面 妊娠期間 妊娠期間

目の水晶体 年 年

皮膚 年 年

緊急時

生涯に一度限り

管理目標値

作業被曝の

目安基準

男子 日

週

女子 日

週

年間実効線量の

目安基準

男子 年

　 女子 年

一般人 一作業につき

μ

（値は全て 年末現在）

のトンネル内作業時には、過剰被曝の抑止のためにアラーム線量計を

着用し、作業時の被曝線量が を超えると警告が発せられるようになってい

た。この様にして、出来る限り管理目標値を超えないように被曝管理が行われて

いたが、被曝線量を目標値 以下に抑えようとすると、 トンネル内で作

業可能な時間は放射化レベルの低い場所でも一人あたり一回 時間程度、放射化



レベルの非常に高い機器周辺（例えば取り出しセプタム等）に至っては数分以下

にまで制限されていた。そのため、このような放射化レベルの非常に高い機器の

交換、修理には、一人当たりの被曝線量を低減させるために多数の作業員を動員

する必要があった。 のビームロスは、入射時に 、加速中に 程度

発生していたと見積もられている。取り出し時のロスに関しては、速い取り出し

モードでは 、遅い取出しモードでは 程発生している。これらビーム

ロスの総量はおよそ 程度である 。

国立研究所　

国立研究所で現在も稼動している陽子蓄積リング（

）では、リニアックで まで加速した ビームを荷電変換入

射によりリング内に蓄積し、蓄積された陽子ビームを中性子源に供給している。

図 は の構成と残留放射線レベルを示している。 の特徴として、出射

機器と入射機器が近接しており、ビームロスはその付近に集中している。この図

の時点では、 では入射方式として ビーム入射が採用されており、励起

ビームの磁場によるストリップロスや取り出しのロスが取り出し用の電磁石と入

射直後の偏向電磁石に集中し、最大 という非常に高いレベルの残留放

射線を発生していた。その後、入射方式を ビームの直接入射方式に変更した事

によって、ビームロスの問題は飛躍的に改善され、蓄積ビーム電流が増強された

図 。

研究所　

研究所の陽子シンクロトロン施設 は入射エネルギー

、出射エネルギー 、繰り返し周波数 の速い繰り返しのシンク

ロトロンであり、 に近いパラメータの加速器である。図 に

の構成を示す。 では縦方向のビームコントロールに断熱捕獲法が採用さ

れており、 で発生しているビームロスのほとんどは入射直後の断熱捕獲時に

よりこぼれたビームである事が判明している。これらのロスは、ほと

んどが入射部直後に用意されたビームコリメータに集中している 。 に

おけるビームロス分布の例を図 に示す。図中、特にロスの多い は入射機

器のある 、およびビームコリメータのある の後ろにあたる。図中には示

されていないが、 のコリメータ近傍での線量は にも達する。それ以

外の場所は数 以下のレベルに抑えられている。



図 機器構成と残留放射線レベル



図 ビームパワー



図 機器構成



図 シンクロトロンビームロス分布



計画　蓄積リング

計画 は、 計画と並ぶ米国の次期大強度中性子源計画であり、

にて建設が終了し、ビームコミッショニングが開始されている

。 ではリニアックで まで加速したビームをリングに蓄積し、

の繰り返しで水銀ターゲットに取り出す設計となっている。 蓄積リングの構

成を図 に示す。また、 でのビームロス仮定を表 に示す 。 では、

の をビームコリメータで除去する計画となっており、ビームコリ

メータで除去できずにリング内にばら撒かれるロスはリング周長 につき 以

下に抑える設計となっている。この という量は、許容されるロス量の一つ

の目安とされている 。

図 蓄積リング機器構成

以上例として挙げたリング加速器および のビームパワーとビーム

ロスを、表 にまとめる。



表 でのビームロス仮定

　

　

　

　

表中の 欄は、空間的および時間的に連続的なロス（ ）、空間的局所ロス

（ ）、時間的局所ロス（ ）に分類している。 欄は、

、 で除去（ ）、リングおよび コリメー

タで除去（ と ）に分類されている。
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ビームロス許容限度

表 でまとめた世界の主なリング加速器のビームパワーとビームロスのうち、

稼動実績のある加速器のパラメータについて比較すると、出力は が

、 が 、 が と数十倍もの開きがあるにも関わらず、許容

しているビームロス量は 程度の違いしかないことが判る。特に に関し

ては、入射ビームエネルギーが他の二つの加速器に比べて低く、ビームロス 当

たりの中性子の収量が格段に低いこと、およびロスの主要因である断熱捕獲ロス

の大半がビームコリメータで回収されることを考慮すると、実質リングに撒き散

らされているロスは他加速器と同程度以下であると考えられる。この様に、各リン

グのビームパラメータはまちまちであるにも関わらず、リング全体として許容さ

れるビームロス量には大きな違いが見られない事がわかる。許容されるビームロ

ス量の具体的な指標としては、前述の が目安とされている。この値は、上

記既存加速器の例に見られるリング一周数百 に対して許容されるロスが数百

であるという事実より提唱されており、このロス量に抑えればいわゆる「

」、すなわち人間が近づいての保守作業が可能である。 に関し

ても、 のロスの仮定で加速器運転中に発生する放射線量および運転終了後

の残留放射線量の評価を行ない、 のロス領域では残留放射線量が

可能なレベル おおよそ 以下 であることが確認されている

。もちろん、実際の加速器においては あたり のビームロスが加速器全

体にわたり均等に発生するような事は考えられない。 の放射化分布（図

）を見ても、取り出しライン周辺と各アーク部の中心付近（

が大きい場所）にロスが集中している。しかし、加速器全体のロス量としては、や

はり数百 が限界である。

センターでは、法律によって作成および届出が定められた放射線障害

予防規程（ 所内規定の放射線障害予防規程に相当する）として、 予

防規程が定められている。この中で、作業時の被曝管理目標値として男子

年、女子 年という値が規定されている（ 年末現在）。 の例か

ら、作業者の被曝線量をこの目標値以下に抑えようとすると、 以上の損

失が発生する事は許容できない。しかしながら一方で、 では という前

人未到の大強度ビームを扱わねばならない。 と同等のロスしか許容されないの

であれば、それは全ビームパワーに対する割合としては オーダーという非常

に微小な量である。もちろん、 ではビームロスをできる限り減らすため様々

な対策をしているが、それでも オーダーでビームロスをコントロールするこ

とは非常に難しく、ビームロスは発生してしまうと考えられる。次に、 シン

クロトロンの軌道設計と想定されているビームロスについて述べる。



の軌道設計と想定ビームロ

ス

は、周長 の 回対称の軌道設計となっており、各

は をゼロにした長直線部と鏡像対称のアーク部

より構成されている。長直線部で をゼロとしているのは、高

周波加速空胴、入出射、横方向コリメータそれぞれの動作に、 の影

響を受けないためである。一方で、アーク部では ができるだ

け大きくなるような箇所を設け、六重極電磁石や運動量方向コリメータが効果的

に作用するよう配慮されている。また、そのような軌道設計のため も

大きな値（ 陽子の に対し、 ）となっており、 近傍

での運転を避け、不要なビームロスが発生しないような設計となっている。周長

に関しては、 との縦方向 のため、 周長 の 倍の値を

選択している。 の パラメータを図 に示す。

では、入射部、出射部に関しては

入射バンプ電磁石、出射キッカー電磁石等パルスで運転される電磁石が存在

し、主電磁石と比較して安定性が劣ること

入射、出射軌道と周回軌道が交差するため他の部分と比べても

に余裕が少ないこと

の 点を考慮して局所ビームロスを想定している。許容されるロス量は保守作業

を考慮し、入射部で 、出射部で となっている。ビームライン上の入出

射部以外の場所でのビームロスは、加速途中で発生した が失われる想

定である。ここで、 とは設計されたビーム幅を超えて振動するコント

ロールされていない粒子を指す。加速途中で発生する の量は、空間電

荷効果を考慮したシミュレーションコードである を用いて評価さ

れている 。その結果を図 および図 に示す。

の評価では、 中の偏向、四重極、六重極電磁石の磁場測定およ

び計算より算出された が含まれており、それらに誘起される高次の

共鳴の影響を確認している。図 は である

の周辺で を変更した際のビームロス量を示している。

　　　　　　

　　　　

　　



図 の パラメータ



図 評価結果

この評価では、加速器運転開始時のリニアックエネルギーである で入

射し、 、 の出力で加速を行った際の評価結果となっている。最終的な

、 出力時と比較してビーム電流は低いものの、入射後しばらくは低

いエネルギーで周回するため実効的な空間電荷力はこの場合の方が厳しい条件と

なっている。図 中の青い点が を行い

の補正を何もしなかった時、赤い点が追加の六重極電磁石によって 次共鳴の補正

を行った時の結果である。図中、赤丸と比較して特にロスが増加している青点は

用の六重極電磁石を励磁した際にそれによって誘起される

の によるものである。 の選び方、およ

び補正の有無によって、フルビームの半分近くがビームロスとなる場合もある。

図 は、 運転時に共鳴補正を行わなかった場合の、加速開始か

ら 周までのビームロス量を示している。

この結果より、加速開始後 ～ 周で 程度のビームロスが発生する事

が判る。 入射、 出力の場合、入射時のビームパワーは であ

り、その にあたる がリング全周にばら撒かれることになる。これを周

長 で割ると、仮に均等にばら撒かれたとしても 以上のロス量となり、

目安である の 倍以上の大量のビームロスが発生する事となる。このよう



図 評価結果

なコントロールできないビームロス の対策として、 では

、 と同様にコリメータを用意し、 をコリメータに集中

させる事でコリメータ以外でのビームロス量を許容値内に抑えるという方策を採っ

ている。コリメータの容量としては、先程の評価結果である に対して余裕

を持たせて で設計を進めた。図 に、 で想定しているロスと周辺の

ダンプの容量をまとめる 。

先程の結果からも判るように、 のビームコリメータは を達成するた

め非常に高い効率でビームロスを局所化しなければならない。また、 の

ビームコリメータの容量 は、 、 と比較しても大きく、 の出

力にも匹敵するほどのパワーであり、その影響に対する対策は一層重要である。こ

のような高性能のコリメータは世界的に見ても例が無く、世界最高のビーム強度

達成のためにはその開発がキーポイントとなる。そこで、本研究では、

を達成する高効率コリメータシステムの研究

ｋＷの大量のビームロスによる放射線の影響に対応できるコリメータシス

テムの研究開発

を目的として研究開発を行った。



図 のビームロス想定





第 章 コリメータシステム原理

概要

コリメータの研究を進める上で、まず最初にビームがコリメータを構成する材

料とどのように相互作用するかを理解する必要がある。一般的に、重い荷電粒子

が物質中を通過する際には、相互作用によってエネルギーを失い、また進行方向も

散乱されて曲げられる。ビームが受ける相互作用は、主に次の つが考えられる。

原子核との弾性散乱

物質を構成する原子あるいは分子中の電子との非弾性散乱

放射

原子核反応

制動放射

上に挙げた つの相互作用のうち、下の つの相互作用は発生する確率が非常に

低いため、コリメータに入射した一次粒子のエネルギー損失および散乱の影響だ

けを評価する際には無視しても構わないこととする 。そこで本研究では、上

つの原子核との弾性散乱および電子との非弾性散乱について検討することにする。



原子核との弾性散乱

入射荷電粒子とターゲットとなる物質原子との散乱現象は、良く知られている

ように による 粒子の金属薄膜での散乱の研究により明らかにされ、

今日の原子模型の基礎を築くに至った。 は、薄い金属薄膜に平行にそ

ろえた 線のビームを当て、 粒子の散乱角度とその確率を測定し次の公式を導

いた。

ここで、 は進行方向からの方位角 で定義される立体角 内に散乱され

る微分散乱断面積を表している。 、 、 はそれぞれ入射 線の質量、電荷、速

度であり、 は金属薄膜の原子番号、 は素電荷である。式 の の項か

ら判るように、この散乱ではほとんどの場合小さな角度の散乱しか引き起こさな

い。実際の物質中では、入射粒子が物質を透過するまでこの単一散乱が繰り返さ

れ、それぞれの散乱の影響が累積されて最終的な粒子の散乱角度が決まる。この

過程は、物質の厚さよって次の 種類に分類される。
① （散乱回数１回）

② （散乱回数＜ 回）

③ （散乱回数＞ 回）

①の場合、散乱角度分布は 散乱の式 に従う。②に関しては、統計

処理できるほどの回数ではないが、 散乱でも扱えない領域であり、い

くつかの研究がなされている 。③の領域に関しては 散乱のうち大

角度の散乱を無視すると、角度分布関数が 分布で表される事が判っている

。以下、 による分布関数を導出する。

以下では、非常に幅の狭い荷電粒子のビームが垂直に物質に入射する場合を考

える。粒子は全て同じエネルギーを持つとし、散乱によってエネルギーは失われ

ないものとする。この時、物質を通過した厚さ の関数として散乱角度とビームに

垂直な方向への変移の分布関数を求める。単純化のため、 二次元平面への射

影で考えると、厚さ だけ進んだ際に変移 ～ 、散乱角度 ～ ＋ を持つ

確率は分布関数を とすると と表せる（以下同様に、 平面で

も同じ式が成り立つ）。ここで、 進んだときの角度方向のみの分布関数として

を考える。この時、この は次の条件を満たす。



式 および式 に関しては、系の対称性より明らかである。また式 に関し

ては分布関数の規格化条件である。さらに

として、二乗平均値を と定義する。また、 は の近傍でのみ値を

持ち、 の増大とともにすみやかに になるものとする。再び関数 に戻り、 の

～ 間での変化を考える。 は ～ 間で変移、角度双方の変化を受け

るが、変移の影響が という形で一次の影響を受けるのに対して、角度の影響は

二次の影響でしかないため、変移の変化のみを考慮する場合には、その影響を無

視する事ができる。

次に、角度方向の変化を考える。散乱前後の角度をそれぞれ と と

する。この時、 進む間に角度が から まで変化する確率は、前述の を用

いて と表せる。 方向の変移を考えなければ、この を用いて は

次の形で表される。

ここで、式 右辺積分内の を という近似の元で 展開し、二

次の項まで考慮すると、



式 、 、 より、この積分は

となる。 式と 式の結果から、粒子が 進んだ際の分布関数 のトータル

の変化量は

よって、 が満たすべき偏微分方程式は最終的には以下のようになる。

この偏微分方程式を満たす解は

であり、これを について積分すると以下の 分布が得られる。

ここで、根二乗平均散乱角は で表される。この は次の経験

式で求められる。

式 中の は透過する物質の放射長である。図 に、実験値と 分布に

よる評価値との比較を示す。



図 電子の金薄膜による散乱実験と理論の比較



実際の散乱角度分布は、透過する物質の厚さが薄いと として

扱う必要があり、その際には 分布のテール部分が増加する。多重散乱の角

度分布の厳密解は らによって求められている 。次に、その

導出を行う。

先程と同様に、入射エネルギーが全て等しく散乱によって変化がない場合を考

える。この粒子が、標的物質を だけ進んだ際に、進行方向に対して から

～ の範囲に散乱される確率を とする。また、入射粒子が標的物質原子に

一回衝突して方向 に曲げられる確率を とする。この状態から、粒子がさら

に だけ進んだときの の変化量 は次のように表される。

は単位面積あたりの標的原子の数を表し、右辺第 項は入射粒子が 進む間に

だけ散乱を受けて範囲 ～ に入ってくる確率を、また第 項は だけ散

乱を受けて範囲 ～ から外れる確率をそれぞれ表している。この分布関数

に関する輸送方程式

を満たす解を求めればよい。ここで、次のような 変換（二次元円筒座標で

考えた際の 変換）および逆変換を考える。

式 、 中の は 関数である。輸送方程式 に 変換を施し、

畳み込みを利用すると

となる。これは に関して積分でき



式 を式 に代入すると、分布関数は以下のように書く事ができる。

として、 散乱の式を採用し、 が成り立つ場合を考え係数

部分を とまとめると

式 にこれを代入すると

となる。

ここで、式 右辺の積分範囲を で分割する。 はべき級

数で

と表されるので、 の範囲では

と近似できる。この時、 の範囲での式 右辺の積分は



となる。一方、 の範囲では

この の積分は、部分積分、式 および

を利用すると、次のように積分できる。

ここで、 は の定数、 は二次以上の高次項を表している。 、

の和から、式 は



ただし、 は次式 で定義される。

さらに、 、 と置くと、式 は

となる。 と置換し、式 を式 に代入すると、分布関数は

と求められる。

最終的には、

で定義される を用いて、 のべき級数で書き直す事ができる。

ここで

である。



物質を構成する原子あるいは分子中の電子との非弾

性散乱

前節で検討した標的物質原子核との相互作用では、原子核との弾性散乱によっ

て入射粒子の進行方向が変化した。それに対し、入射粒子のエネルギーは主に核

外電子との非弾性散乱によって失われると考えられる。電子と比較して十分重い

荷電粒子（例：陽子）が物質中に入射した場合の、物質中の電子との相互作用を考

える。この問題は、当初 によって古典力学的に解かれた 。その後に、

等によって量子力学的に再評価され、修正が加えられた 。

しかし、古典力学的な取り扱いの結果はかなり良く量子力学的な取り扱いの結果

と一致する。そこで、ここでは古典力学的な取り扱いに関して述べる 。今、入

射粒子の進行方向に電荷 、静止質量 の電子が 個存在する場合を考える。入

射粒子の電荷は 、静止質量 、速度 であるとし、電子の位置より入射粒子の

速度ベクトルに対して下ろした垂線の長さを とする（図 ）。

図 入射粒子による電子の散乱

ここで、次のような仮定が成り立つ場合を考える。

電子の束縛エネルギーは小さく、自由に動くことができる。

入射粒子の速度が速く、相互作用は一瞬であるとする。そのため、電子は相

互作用の間に動くことは無い。入射粒子とのクーロン相互作用は電子の初期

位置での電場でのみ考える。

入射粒子の質量が電子に比べ非常に大きい（ ）ので、入射粒子の運

動方向は相互作用によって変化しない。



この様な仮定のもとで電子が入射粒子から受けるクーロン力を考えると、 に平行

な成分に関しては対称性のため打ち消され、垂直な成分のみが残る。電子の運動

量変化はその変化量を とすると

無限に長い円筒内の点電荷の作る電場は、ガウスの法則により

よって

電子のエネルギー変化量 は次のように表される。

物質中を 進む間に、入射粒子の進路から ～ の範囲に存在する電子の数

は、物質の単位体積あたりの原子数を 、原子番号を とすると と

表せる。よって、入射粒子が失うエネルギーは、それらの電子が受け取ったエネ

ルギーに等しい。

これを に関して積分すると

と表される。ただし、 および はそれぞれクーロン相互作用で電子にエネ

ルギーを与えうる最小及び最大距離である。



ここで、 および の取りうる値について考察する。もし が非常に大

きな値まで取れると考えると、式 は発散してしまう。これは電子が前述の仮定

の通り完全に自由な状態である事を意味している。しかしながら実際には、電子

は原子核の周りに束縛されており、その束縛エネルギー以下のエネルギー吸収は

起こらない。その束縛エネルギーは、原子の励起エネルギーの平均を とすると

式より

となる。一方、 に関しては、電子が最大のエネルギーを受けるときが最も接近

して衝突していると考えられる。そのとき、電子の受け取るエネルギーは

である。相対論を考慮に入れると、ローレンツ因子 を用いてこのエネ

ルギーは と書ける。よって 式より

式および 式を 式に入れると、最終的に次式が導かれる。

は阻止能と呼ばれ、単位長さあたりの平均のエネルギー損失を表してい

る。

ここまでで導出した阻止能は、エネルギー損失の平均値である。実際のエネル

ギー損失は、統計的な変動からストラグリングと呼ばれる分布を持つ。エネルギー

損失の分布は らによって計算されており、 分布、あるい

は 分布と呼ばれる 。以下、この分布を導出する。

初め であった粒子のエネルギーが、標的物質を だけ進んだ際に、 から

～ の範囲に変化する確率を とする。この時、エネル

ギーの変化量は であり、 である。また、入射粒子が

エネルギー を標的物質中の電子に付与する際、入射粒子のエネルギーはほとん

ど変化しないと考えその確率を とする。この時、分布関数

に関する輸送方程式は散乱角度分布の場合と同様に



と書く事ができる。ここで、右辺第 項は入射粒子が 進む間にエネルギー を

渡してエネルギー範囲 ～ に入ってくる確率を、また第 項はエネルギー

を失ってエネルギー範囲 ～ から外れる確率をそれぞれ表している。こ

の式を解くために、次のような 変換を考える。

式 に対し、これら 変換を施し畳み込みを利用すると

これを解いて

ただし、式 より

の場合には、 であるので



これらの結果を式 に代入すると、次のような解を得る。

このうち、 と近似できる十分小さなエネルギー を導入し、 に

関する積分を つに分ける。

ここで、 散乱の式 の変数をエネルギー移行量 で表す。微分散乱

断面積 を積分して、重心系の方位角 の関数とすると

と表せる。一方、実験室系で標的電子に渡されるエネルギー は を用いて

ゆえに、式 は



となり、 として 散乱を用いると に比例する事が判る。これを

と置くと、式 の右辺第一項は電子に渡し得る最小エネルギー を用いて

と積分される。また、 式の右辺第二項は

ここに、 は式 同様 の定数である。これらの結果より、式 の指数

関数内の積分は

となり、 、 とすることで、式 は次のようにまと

める事ができる。

この分布は、図 に示すとおり低エネルギー側にテールを引いた形状をしている。

　　　　　　

　　　　



図 比例計数管で測定したエネルギー分布と計算結果の比較

　　

　　　　　　

分布のピークでのエネルギー損失 は によって計算されており

で与えられる。ここで

である。



コリメーションシステム原理

ビームが加速器真空容器内を通過する間に、磁場の誤差や多極成分、あるいは

陽子同士の電荷による反発、真空容器の鏡像電荷の影響等により、設計されたビー

ム幅を超えた粒子（ ）が発生する。ビームコリメータはこの を削

り、 によるビームロスの影響が他機器に及ばないように保護する目的で設置

される。

このように、ビームコリメータを用いてビームロスを局所化する方式は、まず

の交差型陽子蓄積リング（ ）で試みられた

。 では、測定のバックグラウンドを低減させる事を目的に物理実験

用検出器の前に設置された。これと同様な目的では、近年では の電子 陽子

衝突型加速器 でもコリメータの設置が行われている 。

検出器以外でも、ビームロスに弱い機器の保護としてコリメータが設置される

場合もある。代表的な例としては超伝導機器が挙げられる 。超伝導機

器は、ビームロスが発生するとその熱によりクエンチを起こし、超伝導状態を維

持できなくなるため、超伝導を用いた加速器では、その対策は特に重要である。

では、他機器の保護という後者に近い目的でコリメータが

設置される。ただし、 では特定の機器ではなく、全ての機器に対して放射化

をメンテナンス可能なレベルまで抑える事が重要である。この様な目的では、現

存する加速器としては のコリメータが例として挙げられる 。また、

我々と競合する 計画でも、同様の目的でコリメータの設計が進められている

。これら 、 、および では、 ステージコリメー

ションシステムと呼ばれる方式が採用されている 。

ステージコリメーションシステムとは、薄い板で構成されるプライマリーコリ

メータと、その下流に置かれるセカンダリーコリメータから構成される。これら

のコリメータの は、加速器内の他の機器より狭くする。そうする事で、

設計値以上の振幅に広がった は、まずプライマリーコリメータに当た

ることになる。ここで、プライマリーコリメータに当たった 粒子は、プライ

マリーコリメータがそれを完全に止める十分な厚さを持っていないため、 章で考

察した散乱およびエネルギー損失を受け、その振幅がさらに増した状態で後ろへ

飛んでいく。プライマリーコリメータの後ろには、それら散乱を受けた粒子を完

全に止めるだけの厚さを持ったセカンダリーコリメータが複数台設置され、セカ

ンダリーコリメータ以外の場所でロスが発生しないような設計となっている。 ス

テージコリメーションシステムの概念図を図 に示す。

次に、プライマリーコリメータによって散乱された粒子の位相空間内での運動

を見てみる（図 参照）。 は、プライマリーコリメータによって位相

空間内では角度方向にシフトされ（図 ）、その後位相が進むにつれて変位が増

大し、下流に置かれたセカンダリーコリメータによって吸収される。この際、あ

る程度位相の進んだ所にセカンダリーコリメータを設置すれば、マイナスの散乱



図 ステージコリメーションシステム概念図



を受けた 粒子も吸収する事ができる。（図 、 参照）。プライマリーおよ

びセカンダリーコリメータを加速器内の他の機器よりも狭い にセットし

ておけば、散乱および吸収はプライマリーコリメータから位相π進む区間に限定

することができる。

図 位相空間内での散乱粒子の動き



１次元モデルでのコリメータの位相関係

以下、一次元空間（ 空間）で考えた際のプライマリーコリメータに対する

セカンダリーコリメータの位相関係に関して検討する。話を簡略化するため、実

空間座標から規格化座標への変換を行う。プライマリーコリメータ位置での

パラメータを 、 とすると

これで、実位相空間座標内の楕円運動が面積を保存したまま規格化座標内の円運

動に変換された。

実空間にてプライマリーコリメータにより の散乱を受けた粒子は、 式よ

り規格化座標内では の散乱を受けたことに等しいので、図 よりエミッタ

ンスの増加量は次のように表される。

ここで は散乱前、 は散乱後のエミッタンスを表しており、 は実空間でのプ

ライマリーコリメータの 寸法（片幅）である。また、散乱された粒子は

エミッタンスの増加に加えて以下のように位相も変化を受ける。

次に、この散乱粒子がセカンダリーコリメータに吸収される条件を考える。プラ

イマリーコリメータから位相 だけ離れた位置で、上記プライマリーコリメー

タで散乱された粒子の座標は、セカンダリーコリメータ位置での粒子の座標を 、

関数を とすると



図 実座標空間および規格化座標空間での散乱粒子



と表される。式 より、セカンダリーコリメータを の位置に設置した際にそ

こで吸収されるための必要最小な散乱角度は

となる。ここで 、 である。図 より、最小となる

散乱角度は

であり、その際のプライマリーコリメータからの位相進みは

と表される。

ただし、実際には 粒子はある一次元平面内のみで散乱される訳ではなく、

今回考えた平面と垂直な面内でも散乱は発生している。しかも、その平面内では

散乱が発生する位置はエミッタンスの端ではなく任意の位置である。また、エネ

ルギー損失も同時に発生する。それ故、実際のコリメータの配置は、一次元モデ

ルで計算された理想的な位相関係の位置だけで済むわけではない。



図 セカンダリーコリメータの最適位相





第 章 コリメータシステム検討

コリメータシステム設計および評価用シミュレーシ

ョンコード

章で説明した、 ステージコリメーションシステムを用いた

のビームコリメータシステムの詳細設計および評価を、シミュレーションコード

を利用して行なった。本章では、この詳細設計および評価について述べる。

シミュレーションコードとしては、米 国立研究所で開発された

コード を使用して行った。 コードは、 国立研究所の

や 等のコリメータの設計、評価に使用された実績がある 。

コードでは、加速器内でのビーム粒子の は を用いて行

われる。 の結果、コリメータを通過するそれら粒子の座標が、予め設定

しておいたコリメータの よりも大きくなった場合に、粒子がコリメー

タに当たったと判定され、コリメータ構成物質による入射粒子の散乱及びエネル

ギー損失量がそれぞれ計算される。散乱に関しては 分布、エネルギー損失

に関しては 分布に従う重みで乱数が振られ、それらの量が計算される。そ

の結果、粒子のエネルギーが当初の値に対してある割合だけ減少した時点で、粒

子は失われたと判断される。また、コリメータ以外の場所で粒子の座標が設定し

た 以上になった場合には、散乱及びエネルギー損失の評価は行なわず

に即座に失われたと判断される。粒子が失われたと判断された場合、ロスする直

前の座標とエネルギーがデータとして保存される。ビームロスがどの位置でどれ

位発生しているかは、この情報から評価される。なお、この情報はそれ以外にも

後で説明される コードに引き渡され、ビームロスにより発生する即発放射

線量や残留放射能の評価に使用される（ 節参照）。

コードで評価を行なうためには、ビームの初期分布を与える必要があ

る。特に、非線形力の影響を入れない場合には、予め パラメータとエミッタ

ンス、運動量とで決まる より外側に 粒子の分布を作っておく

必要がある。そこで、次の様な横方向および縦方向の 粒子分布を仮定した。

横方向の 分布は、 から まで の

広がりを持つような分布を仮定した。この分布では、 ペインティン

グの影響を考慮して、水平方向に大きなエミッタンスを持つ粒子は垂直方向には

小さな（ ～ ）エミッタンスを持つと仮定している（その逆に、垂直



方向のエミッタンスが大きい場合には、水平方向に小さいとしている）。また、運

動量は 以内にランダムに分布させている。一方、運動量方向の 分布は、

横方向エミッタンスは水平垂直ともに 以下とし、そのかわりに運

動量の絶対値が ～ の範囲にあるような分布を仮定した。図 にこれら粒

子分布を示す。

図 分布の仮定

これらの分布は、すでにある程度広がってしまった を仮定している。しか

し、実際の の分布は空間電荷効果や不安定性の強さに依存する。これらの影

響が強い場合には、 粒子はビーム中心から見てプライマリーコリメータのよ

り深い位置に衝突するであろう（図 参照）。そこで、そうした効果によって

の拡散速度が変わったとき、コリメータによるビームロス局所化性能がどの程度

影響を受けるかを、プライマリーコリメータに当たる位置を変えて評価した。こ

れについては、 節で説明する。第 章でも述べたとおり、 の総量は

として設計と評価を行っている。



図 の拡散速度と衝突位置

ビームコリメータシステムの設計、評価を進める上で、コリメータが十分に機

能しているかどうかの判断基準として、コリメーション効率という値を以下のよ

うに定義した。

コリメータの置かれた半直線部内でのロス

リング全周に亘ってのビームロス

この値は、コリメータシステムがどれだけ効率的にビームロスの局所化を行って

いるかの目安となる。すなわち、この値が に近いほどコリメータ近辺のみにビー

ムロスを集中していることになる。以降、基本的にはこの値を元に議論を進める。



水平垂直方向コリメータの材質、形状検討

におけるコリメータシステムの検討の第一段階として、まず水平垂

直方向のコリメータの材質および形状の設計を行った。プライマリーおよびセカン

ダリーコリメータの材質および形状を決めるために、次のような条件を考慮した。

プライマリーコリメータ

プライマリーコリメータの材質としては、ビームによる発熱で破損しないよ

うにできる限り高融点で、かつ入手が容易な材質としてタングステンを採用

した。

水平垂直方向に関しては、十分な散乱角度を得られ、かつ大きな散乱を受け

なかった際に他の場所でロスせずに周回して再び散乱を受けられるよう一回

の衝突でエネルギーを失いすぎない厚さが良い。そこで、厚さは で評

価を開始した。 陽子の場合、厚さ のタングステンでの平均の

散乱角は であり、 関数としておよそのリング平均値である

を採用すると、散乱後のエミッタンスとしては 以上に相当す

る。またエネルギーロスは となり、運動量で換算すると のロ

スとなる。

セカンダリーコリメータ

セカンダリーコリメータの材質に関しては、冷却を容易にするために熱伝導

性がよく、かつ寸法をそれ程大きくしないために高密度の金属として無酸素

銅を採用した。

厚さは、阻止能の式 より の陽子を止めるのに必要な厚さが

程度であるので、それに余裕を見て とした。ビームに垂直

な方向の厚さは、プライマリーコリメータによって散乱された角度で、セカ

ンダリーコリメータブロックに進入してから 進む間に突き抜けない

厚みとした。散乱角の平均は であり、 で である。この

角度で入射し、途中で散乱を受けなかったとすると、垂直な方向には入射位

置より の深さまで進む。実際には、入射後に散乱を受けさらに深い位

置まで到達する可能性がある事、およびボリュームを大きくして熱容量を大

きくし急激な温度上昇を避けるため、さらには原点位置より± 位置調

整できるように、余裕を見て とした。残りの辺の長さとしては、ビー

ムおよび真空容器のサイズを考慮して とした。

蓄積リングや のような入射エネルギーの高いリングでは、

入射直後のエネルギーでも完全にビームを止めるためにはビーム進行方向

に 以上の金属が必要である。その様な巨大な金属のブロックを真空中で



駆動させる事は非常に困難であり、これらの加速器ではセカンダリーコリ

メータの は固定式となっている。一方、 のコリメータは厚さ

程度のブロックであり、重量も数十 なので真空中で上下

左右独立に駆動可能な構造で設計を行った。

最終的な材質と形状は、次節に示す の設計、配置検討と併せてコリメー

ション効率の評価を行い、パラメータを変えながら する事で最適化し、

決定した。材質に関しては、 で採用実績のあるカーボンや高融点材料で核融

合で実績のあるモリブデン等も検討したが、カーボンは原子番号と密度が小さく、

金属と同等の効果を得るためには倍以上の寸法となるため機器配置が成立せず、モ

リブデンに関しては入手の困難さに比べ明確な利点が見られなかったため、採用

しなかった。最終的な寸法についてはプライマリーコリメータの厚さのみ変更と

なり となった。



と配置検討

コリメータシステムの検討として、次にコリメータシステムが十分に機能する

軌道設計とコリメータの配置検討を行った。

では、 節で述べた機能を持たせた他に、次のような前提条件を基に軌道

設計を行った。

ビームロスの多いと思われる入射部とコリメータを同一の直線部に配置する。

コリメータは入射直線部の後半に配置する。

ビームロス局所化のために、コリメータ以外の場所での が

確保できるように 関数に制限をかける。これに対し、水平垂直方向の

プライマリーコリメータは、横方向の として 倍の

、運動量の を初期値として設計する。

一方で、 の設計としてはセカンダリーコリメータは横方向の

が 、運動量の が としている。このようにセカン

ダリーコリメータの を少し広くしているのは、プライマリーコリメー

タに当たっていない粒子が直接セカンダリーコリメータに当たることを避けるた

めである。セカンダリーコリメータの横方向 をプライマリーコリメー

タと同じ にして計算してみると、実際にコリメーション効率の低

下が確認された。

に関するパラメータを表 に示す。

表 サイズ

π

π

π

π

セカンダリーコリメータの配置に関しては、コリメータを置く入射用直線部の

四重極電磁石間のドリフトスペース全体にわたって配置した場合と、局所的に出っ

張らせた場合とで、コリメータ効率とセカンダリーコリメータのビームロスの集

中度合いについて比較を行った。評価結果を図 に示す。図の横軸は入射点から

のリング中心軌道にそった距離、縦軸は 発の粒子のうちその箇所でロスし

た数を示している。左のグラフはドリフトスペース全体にわたって配置した場合、

右は局所的に出っ張らせた場合の結果であり、また上はコリメータを配置した領

域周辺の拡大図、下がリング全周の分布である。全体にわたって配置した場合、各



ハーフセル中のセカンダリーコリメータの上流から下流にかけロスが徐々に減り

ながら分布している。一方、局所的に出っ張らせた場合でも、コリメーション効

率は低下しないがロスは局所的な出っ張りに集中する。そこで、各直線部毎に取

り外し易いユニットとしてセカンダリーコリメータを配置し、コリメータ領域中

でも特にセカンダリーコリメータにロスを集中させ、その周辺を遮蔽体で覆うこ

とで構造を小さくし、メンテナンス時の搬送等が容易となるように設計を進めた。

図 セカンダリーコリメータ配置検討

この条件で、入射ライン等の条件が成立する範囲内で を調整し、よりビー

ムロスを局所化できるよう 設計の を行った。検討を行った

の一例を図 に示す。この設計では、直線部は中心で鏡像対称ではなく、必要に

応じて直線部の各セル内のドリフト長さを変更している。

この軌道設計でコリメーション効率を確認すると、 程度になってしまった。そ

の原因を確認するために、中心運動量および運動量広がり± の粒子の

を行ったところ、運動量 の粒子の軌道が中心運動量および の粒子と比較

して最大 も広がっている事が判明した。そのため、運動量変化に対する

関数のモジュレーションをより小さくするような方向で設計を進めることとした

（図 参照）。



図 検討 例



図 結果



このようにして、最終的に最適化を図ったコリメータの配置と

を図 に示す。

最終的には、散乱粒子吸収用のセカンダリーコリメータは全部で 台配置する

設計となった。 では、 の値は となり、式

より求められる理想的なセカンダリーコリメータまでの位相進みは 度と 度

となる。しかし、 節でも述べたように、実際の散乱は一次元ではなく水平、垂

直方向および運動量の変化をもたらすため、この理想的な位相進みで一意に決ま

る訳ではない。実際の の各セカンダリーコリメータでの位相進みを表 に

示す。

表 セカンダリーコリメータまでの位相進み

のコリメータシステムでは、表 に示したように 度程度しか位相進

みが確保されていないものの、高効率でのコリメーションが可能な設計となって

いる。最終的な配置でのコリメーションの結果を図 に示す。この例では、横方

向の 分布を仮定し、四重極電磁石の励磁量は として

考えている の値に設定している。また、磁石およびコ

リメータの設置エラーは考慮していない。この結果では、もっともビームロスが

集中するのは、最初のセカンダリーコリメータでおよそ である。この時コ

リメーション効率は 程度であり、またコリメータ以外でのビームロス量は概

ね Ｗ以下に抑えられている。この事より、理想的な条件では十分ビームロスを

コリメータに局所化できることが判る。



図 コリメータ配置と

赤線が 、青線が の を表している。

に向かってテーパー状に出っ張った 箇所がコリメータを表して

いる。



図 ビームロス分布

入射点を ｍとし、ビーム軌道に沿った位置を横軸、その位置でのビームロス量

を縦軸に取っている。下の図中の緑が偏向電磁石、青線が四重極電磁石、黒が入

出射用電磁石、赤が各コリメータを示している。



運動量方向コリメータ検討

運動量方向コリメーションシステムでは、運動量の広がりを によっ

て横方向の広がりにする必要があるため、プライマリーコリメータをアーク部中

の 最大位置に置く必要がある。しかし一方で、運動量方向プライマリー

コリメータ以降、アーク部中には吸収用のセカンダリーコリメータを配置するス

ペースが無いこと、およびドリフト長も遮蔽体で囲まれたコリメータを置けるほ

ど取れないなどの制限がある。そこで、散乱によるエミッタンスの増加を

とコリメータの の中間にな

るようなプライマリーコリメータの厚さを選択し、運動量方向プライマリーコリ

メータで散乱された粒子はアーク部の残りの部分と入射部でロスする事無く通過

し、その後ろに配置されている水平垂直方向 ステージコリメーションシステム

に再度当たり除去される設計とした。そのため、プライマリーコリメータのビー

ム軸方向の厚さは とした。この際、平均の散乱角度は であり、

をとっても である。この時のエミッタンス増加量は 相当

で、 とコリメータの の中間に粒子を散乱する事が

できる。また、運動量の減少量としては 程度で、 に対する影響はほと

んど無い。

運動量方向のプライマリーコリメータは入射コリメータ用直線部の直前のアー

ク部中で が最大となる位置に置き、横方向コリメータまでの距離を最

小としている。各コリメータの配置を、図 に示す。また、運動量プライマリー

コリメータから横方向プライマリーコリメータまでの を図 に

示す。

このように、水平方向プライマリーコリメータと運動量用のプライマリーコリ

メータを別にすることで、水平方向と運動量それぞれの を独立に除去す

る事が可能となり、特に水平方向のビームサイズを運動量に依存せず一定の値とす

る事ができる。図 に運動量の違いによるプライマリーコリメータの

の変化を示す。

のビームサイズと各機器の の比較を、図 に示す。



図 コリメータ配置図



図 運動量プライマリーコリメータ付近の

赤線が 、青線が の を表している。



図 運動量の違いによるプライマリーコリメータの



図 ビームサイズ

左が水平方向、右が垂直方向のエミッタンス 相当の

。左図の青は 、緑は の運動量の粒子の を表している。



コリメーション効率のコリメータ 依

存性

ビームロスをコリメータに局所化する上でもっとも重要となるのは、コリメー

タ と比較してそれ以外の機器の を十分な余裕を持った大

きさにしておく事である。そこで、コリメータとそれ以外の機器の 比

を増減させながらコリメーション効率を計算し、必要十分な 比を評価

した。この計算では、二つの と を仮

定して磁場強度を設定している。初期条件として、前述の通りプライマリーコリ

メータは横方向エミッタンス 、運動量 の に、セカ

ンダリーコリメータは の にそれぞれセットしてある。

この状態で、 比で から まで変化させた。図 に、

比を変えた際のコリメーション効率を示す。

図 コリメーション効率のコリメータ 依存性



の比が に近い状態では、プライマリーコリメータがその他の機器

と比べて特別に狭い訳ではないため、当然ながらロスはコリメータに集中せず効

率は格段に下がる。比が大きくなるにつれてコリメーション効率は改善されて行

くが、設計値である 比 の辺りで効率の上昇率は頭打ちとなり、こ

れ以上大きくしてもコリメーション効率は まで到達しない。この理由を確認す

るため、コリメータで散乱された粒子の位相空間上での運動を調べた。

図 は、水平方向のプライマリーコリメータで散乱された粒子がその後どの

ように削られていくか、いくつかの場所での位相空間分布を示した物である。水

平方向のプライマリーコリメータで散乱された粒子（図 ）は、散乱角度が正の方

向に大きかった物から順次その後ろに置かれたセカンダリーコリメータに吸収さ

れる 図 。しかしながら、最後のセカンダリーコリメータを通過した後、アー

ク部に入った所で負の座標方向に粒子がこぼれているのが判る（図 、）。このよ

うなビームの漏れ出しは、正の座標方向には見られず負の方向にのみ見られるこ

とから、プライマリーコリメータで小さな散乱しか受けなかったものの、運動量

を大きく失っているような粒子が のあるアーク部でマイナス方向に軌

道が膨らみロスしていると考えられる。

コリメーション効率の 比依存性の評価結果より、理想的な条件の下で

は現状のコリメータ の設計は適当な値であると考えられる。実際の加

速器では種々のエラーが入り、コリメーション効率のカーブは 比が大き

い方向にずれると考えられる。そのため、実際のコリメータ機器はその

がある程度自由に調整できるように設計されている。



図 位相空間での散乱粒子の運動

ここでは水平方向のコリメータのみ考慮している。図はそれぞれ次の場所での位

相空間分布を表している。 プライマリーコリメータ散乱直後 最初のセカン

ダリーコリメータ 台目のセカンダリーコリメータ 台目（最後）のセカ

ンダリーコリメータ 偏向電磁石 台通過後の四極電磁石 コリメータ通過後

最初の 最大位置



位置エラーの影響

次に、コリメータの位置設定に対するエラーがどの程度影響するか評価を行なっ

た。プライマリーコリメータの位置エラーに関しては、前節で述べた

比の減少に直結する。例として、実際の位置が設定値に対して ずれていた場

合を考えると、他の機器が持つ の に対する

比は 減少もしくは増加する。コリメータを に設定し、その設定

値に対して 出っ張っていた場合、ビームエミッタンスとしておよそ

余計に削ってしまうことになる。また、逆に 引っ込んでいた場合、前節

の結果からコリメーション効率が縦方向 のコリメーションにおいて最大

悪化し、それだけビームロスがコリメータ以外の所にばら撒かれる事になる。

一方、セカンダリーコリメータの位置エラーの影響は、出っ張りすぎの場合と

引っ込み過ぎの場合で、それぞれ次のように考えられる。出っ張りすぎの場合に

は、本来最初にプライマリーコリメータに当たって大角度散乱を受けた粒子がセ

カンダリーコリメータに吸収されるはずが、浅い角度でいきなりセカンダリーコ

リメータに当たってしまう。そのため、 粒子が吸収される前に飛び出してし

まう可能性が上がり、コリメーション効率が低下すると考えられる。引っ込み過ぎ

の場合には、プライマリーコリメータで小さな散乱しかおこさなかった粒子がセ

カンダリーコリメータに当たらずに後ろへ逃げてしまう可能性が上がり、やはり

コリメーション効率が低下すると考えられる。そこで、実際エラーがあった場合

にどの程度コリメーション効率が低下するかシミュレーションで評価した。この

計算では、セカンダリーコリメータのエラーは位置およびビーム進行方向に対す

る回転のエラーを考慮している。位置に関しては、ビーム中心に対して全てのコ

リメータが上方向およびビーム進行方向に見て左方向にそれぞれ誤差を持ってい

ると仮定した。回転のエラーは上下左右全てのコリメータがビーム中心を軸とし

て同じ方向に回転していると仮定している（図 参照）。また、 のソース

として四重極電磁石の中心に対するアライメントエラーも入れてあり、リング一

周内で最大 の が発生するように設定して評価を行った。このような条

件で、横方向 のコリメーションを行った際のコリメーション効率の変化の様

子を図 に示す。図より判るとおり、セカンダリーコリメータに関しては

程度の位置誤差があってもコリメーション効率にはそれほど影響を与えない事が

判る。 程度の誤差があると、明確にコリメーション効率は下がるが影響とし

ては１ 以下で済む。 の誤差があると、影響が大きくなり 以上コリメー

ション効率が悪化する。一方、回転方向のエラーに関しては 度程度回転してい

てもコリメーション効率にはあまり影響を与えない事が判った。



図 コリメータの誤差

図 エラーの影響



インパクトパラメータ依存性

ここまでの評価では、 の分布としてある幅の中に一様に分布しているよう

なモデルを仮定して行ってきた。しかしながら、実際の 分布はエミッタンス

増加速度に強く依存する。もしビーム電流が小さく空間電荷効果や不安定性が起

こり辛い状態であれば、エミッタンス増加速度は非常に小さく、 粒子はプラ

イマリーコリメータのごく浅い領域にしか当たらないであろう。その反対に、例

えば 次の構造共鳴のような強い共鳴線に引っかかり易い で加速

器の運転を行えば、エミッタンス増加の速度が大きくなり、 粒子はプライマ

リーコリメータの比較的深い位置に当たると考えられる。特に、コリメータに対

して浅く当たる場合には、ビーム軸方向に最後までコリメータと相互作用せずに、

途中で逃げてしまう可能性がある（図 ）。ここで、プライマリーコリメータの

エッジから 粒子が当たった位置までの距離をインパクトパラメータと呼ぶ。

ここでは、このインパクトパラメータを変化させることで、エミッタンス増加速

度に対するコリメーション効率の依存性を調べる。

図 インパクトパラメータ

図 に横方向 に対するコリメーション効率のインパクトパラメータ依存

性のシミュレーション結果を示す。コリメーション効率は、インパクトパラメー

タが非常に小さい（ ）か、もしくはある程度以上大きい（ ）場合

には良好であるが、インパクトパラメータがこの間にある時に極小値を持つ事が

判った。

そこで、この傾向が何に拠るのかを調べるために、コリメータ通過時の平均の

散乱角度およびエネルギー損失に関して調べた。また、同時にプライマリーコリ



図 インパクトパラメータの影響

メータを通過後平均何ターンで最終的にロスするかも確認した。図 に水平面

および垂直面内に射影した 散乱角度を、また図 に平均のエネルギー損失

量を示す。インパクトパラメータが小さい場合には、前述の通りビーム軸方向に

最後までコリメータと相互作用せずに途中で逃げてしまう確率が高いため、

散乱角度が小さな値となっている。インパクトパラメータが大きくなるにつれて

散乱角度も大きくなっていくが、 ～ で一定値となりそれ以上は増加し

ない。これは、インパクトパラメータが ～ 以上であればほとんどの粒子

は途中で逃げることなくコリメータを通過しきるまで相互作用する事を示してい

る。図 の平均のエネルギー損失量に関しても、同様の傾向が見られる。

図 に、プライマリーコリメータに当たって散乱されてから最終的にロスす

るまでの平均のターン数を示す。このターン数は、インパクトパラメータを

から大きくしていくと増加するが、 程でピークを持ちそれ以降減少する。た

だし 程度で を切り、それ以降はほとんど変動しない。

　　　　　　

　　　　

　　



図 散乱角度

図 平均エネルギーロス



図 プライマリーコリメータに当たった後の平均周回数

　　　　　　

これらの結果から、インパクトパラメータの大きさによりビームロスのメカニ

ズムに次のような違いがある事が判る。

インパクトパラメータが 以下の場合、 散乱角度および平均のエネ

ルギー損失は非常に小さいため、 粒子は一度の散乱ではセカンダリーコ

リメータおよび他の機器にぶつからず、プライマリーコリメータに複数回当

たる事で徐々に振幅を増加させる。そのため、最初にプライマリーコリメー

タに当たってから最終的にロスするまでに最大で ターン程度を要する。

インパクトパラメータが から 程度であった場合、一回の散乱で大

きな振幅を得る確率が上がる。そのため、プライマリーコリメータに当たっ

てからロスするまでのターン数はインパクトパラメータが 以下の場合

と比較して減少するが、それでも平均して数ターンは周回する。ここで、一

度散乱された後の軌道をさらに詳細に確認すると、それら散乱粒子は横方向

のエミッタンスで 程度の位置に存在する確率が高い事が判明



した。それらの粒子は再びプライマリーコリメータに当たる前にコリメータ

の次に の狭い（ ギリギリの設計である）キッカー

電磁石やバンプ電磁石でロスし易く、そのためにコリメーション効率の低下

が起こっている。

インパクトパラメータが 以上であった場合、プライマリーコリメータ

に当たってからロスするまでのターン数は を切っている。これはすなわち、

大半の粒子は大きな散乱を受け、直後のセカンダリーコリメータでロスして

いる（この時散乱を受けてからのターン数は ）事を示している。

この様に、エミッタンス増加速度がコリメーション効率に影響を与える事が判っ

た。実際の では、エミッタンス増加速度をコントロールできない場合

には、コリメータを狭め、 比を大きくしコリメーション効率を上昇さ

せる事でエミッタンス増加速度の変化に対応可能である。





第 章 機器設計

機器設計概要

ビームコリメータの機器設計でもっとも重要な点は、出来る限り放射線に強い

部品を使用することで交換頻度を下げ、さらに仮に故障が発生した場合には被爆

を避け容易に交換の出来る構造とすることである。そこで、本章ではまず発生す

る放射線量の評価方法および結果を示し、次に上記要求を満たすビームコリメー

タ装置の研究開発項目に関して述べる。また、ビームコリメータは積極的にビー

ムを当てる機器であるため、二次電子の放出が懸念される。そのための真空処理

方法に関しても述べる。図 に本研究で設計したビームコリメータシステム機器

図面と開発項目を示す。

図 ビームコリメータシステム機器図面

図中、放射線の影響評価と遮蔽体の設計、冷却機構の検討、二次電子放出対策

に関しては、本章にて述べる。リモートクランプの開発、耐放性ステッピングモー

ターの開発、冷却機構検討の一部、真空処理に関しては、 にまとめる。



コード

第 章 節図 の結果から、 台のコリメータで吸収する はおよ

そ と見積もられる。実際にこれだけのビームがコリメータに集中すると、

コリメータおよびその真空容器では大量の即発放射線および残留放射能が発生す

る。第 章でも述べたとおり、ビームコリメータシステムの設計として、コリメー

タ自身の交換頻度をできる限り下げ、また仮に交換する必要ができた場合や、隣

接する他機器の保守等でコリメータの近傍で作業する必要ができた場合に、作業

者の被曝量を低減するため、コリメータで発生する放射線の影響をできる限り減

らす事が重要である。これら放射線の影響を低減させる手段としては、コリメー

タとその真空容器を鉄、コンクリート等で作られた遮蔽体で覆い、その遮蔽体に

よって放射線を減衰させる方法が考えられる。そこで、コリメータおよび真空容

器に必要十分な遮蔽構造の検討を コード を用いて行った。

コードは、物質中での 次元ハドロンカスケードを最大 までのエネルギー

範囲でシミュレーションするモンテカルロコードである。ハドロンカスケードと

は、強い相互作用をする素粒子（ハドロン）である陽子、反陽子、中性子、π中

間子等が高いエネルギーを持って物質に入射した際に、物質を構成する原子核と

相互作用し原子核から複数のハドロンを弾き出し、それらハドロンがまた他の原

子核と相互作用していく一連の連鎖反応の事である。ハドロンカスケードの過程

では、主に次のような相互作用が発生していると考えられている。

核内カスケード

原子核に入射したハドロンが核内の核子と衝突し、弾かれたハドロンおよび

核子がさらに連鎖して衝突を繰り返す現象である。

蒸発

核内カスケードにより核子を放出した原子核が、励起状態から基底状態に遷

移する際に数 程度のエネルギーを持った中性子を等方的に放出する現

象である（陽子や 粒子、 線も低い確率で放出）。

高エネルギー核分裂

ウラン等の重い核種の場合、高エネルギー陽子が入射すると核分裂を起こす

可能性がある。この過程は上記蒸発過程と競合過程にある。

崩壊

核内カスケードにより放出された 中間子やＫ中間子は、寿命が短いためカ

スケード中に 線やミューオン、電子、陽電子に崩壊する現象である。



ハドロン電磁カスケード

ハドロンカスケードの各過程において生じた高エネルギーの電子、陽電子、

線により電磁カスケード（電子もしくは陽電子の制動放射と 線による電

子対生成が繰り返される事で、エネルギーを減じながら数を増やしていく過

程）を生じる現象である。

ハドロンカスケードの概念を図 に示す。

図 ハドロンカスケード

上記過程によるハドロンカスケードの計算には、大きく分けて「核内カスケー

ドモデル」と「粒子生成モデル」の つのモデルによるアプローチがある。核内カ

スケードモデルとは原子核を核子の集まりであると見なし、入射粒子と核子ある

いは核子同士の 体衝突反応として近似する方法である。一方の粒子生成モデルで

は、相互作用によって生成される二次粒子をそれぞれに対応した断面積を用いて

評価する方法である。 コードでは、粒子生成モデルを用いて評価を行って

おり、ハドロン－原子核の相互作用断面積には、 以上で半理論式が、

以下で の式を改良したものが用いられている。ハドロンカスケードの平均

的な発達を求めるために、相互作用によって発生した全ての生成粒子のうち ～

個を追跡し、計算結果に大きく寄与する粒子を優先的にサンプリングする方法

が採用されている。サンプリングされた粒子には各々

の反応における平均二次粒子生成数やエネルギー保存、統計的なバランスを考慮



した統計的重みが与えられる。このため、核内カスケードモデルを用いたコード

に比べ計算速度が速く高エネルギーの計算や深層透過計算には有利である。また、

コードでの計算にはミューオンやニュートリノ、低エネルギー中性子の生

成・物質内輸送、さらには電磁カスケードも含まれるため、 つのコードで包括

的な情報を得ることができる。 コードは、旧ソ連で古くに開発された計算

コードを原型としており、現在は米国 国立研究所で開発が続けられている。

このコードは、大型加速器リングや衝突型加速器におけるビームロスや粒子衝突

によるハドロン電磁カスケードの影響を評価することを主目的として開発されて

おり、曲がったビームラインの複雑な形状の模擬やマグネットにおける磁場の設

定ができ、ビームラインに沿った放射線分布を詳細に算出することが可能である。

なお、 では、ここで述べるコリメータ単体の設計だけではな

く、 の主たる機器全てとコリメータを含めた全ての想定ビームロスを

入れた計算を行うことにより、即発放射線による影響を外部に漏らさないためト

ンネル壁に必要な遮蔽厚の設計も コードを用いて行われている 。

遮蔽設計と放射線量評価

コードで評価を行うためには、放射線源の情報および計算を行なう体系

の定義が必要である。放射線源としては、 コードで計算されたロスする

直前の 粒子の座標、方向とエネルギーを受け取り線源としている。体系に関

しては、真空容器等を コード内で定義し、それに合わせて外側の遮蔽体の

構造を調整した。 では、遮蔽体の構造としてはコリメータ真空容器から数

離れた所に駆動機構を設け、それら全体をコンクリートの壁で囲う形をしており

（図 参照）、 でも検討の初期段階では真空容器とは独立した衝立状の遮蔽

体を想定していた。しかし、コリメータのメンテナンスを考えたとき、作業時に衝

立を外して、 のロスが発生している装置に直接触ることは線量的に不可能で

ある事が簡易評価で判明した。そこで、真空容器のすぐ外側を遮蔽体で覆い、交

換時は遮蔽体ごと取り扱う方針で設計を進めた。

遮蔽体の構造材、形状に関して、機器設計とすり合わせを行いながら、幾つか

の構造に関して比較を行い、最終的には鉄とコンクリートのハイブリッド構造と

した。最終的な遮蔽体の構造に関して、図 に設計図および計算で組上げた体系

の比較を、また、 コードで作成した計算体系の断面図を図 、 に示す。

コードで作成した断面中で、真空容器内部（図中白色）に配置された つ

のコリメータブロック（青および紫）の外側を、 の鉄遮蔽（図中黄色およ

び黄緑）で覆い、さらにその外を のコンクリート遮蔽体で覆うハイブリッ

ド構造とした。これは、遮蔽体の内側を密度が大きく 線への遮蔽効果の高い鉄、

外側を放射化し辛いコンクリートとする事で特に残留放射線の影響を下げる事を

目的としている。



図 のコリメータ遮蔽体



図 設計と計算体系の比較



図 計算体系断面図



図 計算体系側面図



この体系で、コリメータブロックに陽子を入射した際のハドロンカスケードの

様子を図 に示す。陽子（黒線）がコリメータ内部で散乱・減衰されながら二次

粒子である中性子（緑）や 線（ピンク）を発生し、それらがさらなる中性子や

線を生成している。計算条件としては、ビーム強度 相当として 万発分

の陽子分布を作成し、それを用いて評価を行った。図 にビーム運転中の即発放

射線量を、図 に残量放射線量の評価結果を示す。即発放射線に関しては、ビー

ムを調節受け止めるコリメータブロックで と非常に高い線量であ

るのに対し、コンクリート遮蔽体の外側では数十 以下まで減衰されてい

る。また、残留線量評価結果に関しても同様で、 ヶ月連続運転～ 日冷却後の残

留線量としてはコリメータブロックで数 以上の非常に高い線量であるのに

対し、コンクリート遮蔽体の外側では数百 以下に低減されている。第一章

で述べた のように、 回の作業での被曝許容限度を とするな

らば、遮蔽体の無いむき出しのコリメータでは直近での作業時間は 秒も取れな

いが、遮蔽体の外側であれば 時間程度は作業可能である。

図 コリメータブロックに陽子が入射した際の粒子のトレース



図 コリメータ遮蔽体における即発放射線量（等価線量）



図 コリメータ遮蔽体における残留放射線量（等価線量）



冷却システム検討

概要

によるシミュレーションの結果より、最もビームが集中するコリメー

タでは のビームロスが見込まれている。この熱は、上下左右のコリメータ

ブロックに吸収される事になる。より詳細な解析を行い上下左右の最大熱量を評

価すると、上下方向のブロックでは各 、左右方向では各 のビームロス

が発生している事が判った。そこで、これらのビームロスにより発生する熱の除

去方法を検討した。検討の前提条件として、循環系の冷却水は使用しない方向で

検討を開始した。これは、以下の点を考慮した結果である。

循環系の冷却水をコリメータで使用すると、冷却水の放射化量が飛躍的に増

大し、処理が難しくなる

冷却水を使用すると、コネクター接続作業が発生し、保守作業手順が増える

上記作業手順を無くす為には、リモートカップラ等の開発項目が別途必要

水漏れの可能性が発生する

水冷を使用しないためには、冷却は空冷を採用し、真空容器内部のコリメータブ

ロックから熱を真空外の気中に放熱する必要がある。そこで、ビームコリメータ

システムでは当初ヒートパイプを使用する方向で検討を進めた。ヒートパイプと

は、金属のパイプ（一般的には銅を使用）中に冷媒（一般的には水）を入れ減圧し

て封じ切り、パイプの冷媒が溜まっている側を熱源に接触させ、その反対側を冷却

（通常は放熱フィンを取り付けて空冷）することでその内部の冷媒の気化によって

パイプ発熱部より熱を取るという装置である。パイプの熱伝導性は上記通常の仕

様の物で銅の数千倍にもおよび、通常の熱伝導を用いた冷却と比べ、コンパクト

で非常に効率のよい冷却を行う事ができるのが特徴である。しかしながら、この

内部の冷媒の気化熱で熱を移動させるという機構から、放射線によって内部の気

体・液体の状態が変化した際にはその機構が失われる懸念がある。また、それ以

外にも内部金属の放射線による腐食促進、およびそれらの効果が合わさることに

よる管の破砕などが危惧される。そこで、ヒートパイプへの放射線の影響を、 線

照射中の熱輸送の測定、および照射後の内部気体の分析により確認した 。

その試験結果より、ヒートパイプは放射線に対してそれほど強くなく、数十

で熱伝導率が急速に悪化する事が判った（詳細は 参照）。そこで、コ

リメータシステムでは銅を熱伝導体として十分な冷却が可能か評価を行った。評

価は有限要素法を用いた熱構造解析コード を用いて行った。銅はヒートパ

イプと比べて格段に熱伝導率が低いので、コリメータの冷却に必要十分な断面積

を確保する必要がある。そこで、 を用いて銅熱伝導部の形状最適化を図っ



た。評価で用いた各パラメータを表 に、また で用いたモデル図の例を

図 、 に示す。

表 計算パラメータ

密度 比熱 熱伝導率 輻射率

銅

その他：空気の熱伝達係数： ・

図 評価モデル

これらの評価では、各ブロックに均等に Ｗの入熱があるものとして評価を

行っている。モデル では、真空外に熱伝導体を伸ばさず、 容器に溶接した

状態を模擬している。モデル では、 角の熱伝導体を真空外に伸ばし、先に

冷却フィンを付けている。モデル では熱がほとんど逃げないため、コリメータ

は Ｋ以上の高温になっている。モデル では、熱伝導体とその先のフィンに

よってかなりの熱が真空外に逃げている事が判る。コリメータの上限温度として

は、コリメータ構成部品のうち最も温度に弱い フィンガーコンタクトの耐熱温

度 度に設定した。 フィンガーコンタクトとはコリメータブロックが真空容



図 評価モデル

器と電気的に滑らかにつながる様にブロックと真空容器の間に入れられたベリリ

ウム銅のばね板である。この条件で、さらに熱伝導体の断面積を大きくして、入

熱条件としてはビームロス分布評価結果に余裕を見て上下で 、左右で

の入熱があるとして必要な寸法を求めた。図 、 に最終的に決定した断面

形状を示す。最終的には、コリメータブロックと同じ断面積（ ）程度

の銅熱伝導体を使用すれば、コリメータブロックの温度を 度以下に抑える事

ができる事が判った。

実機試験

での評価結果を元に先行機を作成し、実際に真空中で熱負荷をかけて設

計通りの除熱性能があるか確認を行った。試験時は加熱前に 程度の真空と

し、真空内の下部コリメータブロックに取り付けたヒーターに熱を加えて、ブロッ

ク表面と真空外の冷却フィンの温度を熱電対により測定した。試験時は、冷却フィ

ン周辺の空気の流れを使用時と併せるために周辺の遮蔽体を全て取り付けた状態

で行った。この試験結果を図 および図 に示す。試験結果より、 入

熱時（図 ）は上限温度 度以下を達成できたが、 入熱時は 度を超

えてしまった。そこで、送風ファンをフィンの真下に置き強制空冷を行ったとこ

ろ、 度以下まで温度を下げる事ができた（図 ）。そこで評価上特に温度が



図 コリメータ熱解析モデル図

図 コリメータ熱解析結果



上がりそうな箇所には、送風ファンを取り付けるよう設計を見直し、冷却システ

ムを構築した。

図 入熱時の温度変化

他機器故障発生時のコリメータでの発熱

ここまでは、定常的に発生する の に対する発熱とその対策に

関して検討を行った。次に、加速器構成機器の突発的な故障がコリメータに与え

る影響について検討する。 で考えられる突発的な故障としては、次のような

物が挙げられる。

各電磁石の誤動作

加速高周波の喪失

真空破壊

このうち、

各電磁石の誤動作



図 入熱時の温度変化（強制冷却時）

に関しては、さらに電磁石の種類毎に

入出射系パルス電磁石のミスファイヤー、補正電磁石のエラー

偏向、四重極電磁石電源故障

に分けられる。以下、各事故時に想定される状況を考える。

入出射系パルス電磁石のミスファイヤー、補正電磁石のエラー

入射用バンプ電磁石および出射用キッカー電磁石のミスファイヤー、補正電

磁石のエラーがこれに相当する。これらの事象は、周回軌道中心の の

増加を引き起こす。この場合、コリメータから見た実効的なビームエミッタ

ンスが急激に増大する。

偏向、四重極電磁石電源故障

偏向、四重極電磁石の電源は各ファミリー毎の共振電源で構成されているた

め、それら電源に問題が生じた場合にも、すぐに電流＝磁場が消失する事は

無く、問題が発生したファミリーの電流が徐々に下がっていき次第に他との

同期が取れなくなっていく。そのため、ビームは の周期内で徐々に広

がって行き、連続的にコリメータによって削られる。



加速高周波の喪失

空胴の問題発生による加速高周波の喪失も、磁場とビーム運動量の同期が取

れなくなっていく現象と考えられるため、偏向、四重極電磁石の故障と同様

な現象が発生すると考えられる。

真空破壊

真空破壊に関しては、真空が破れた箇所を中心に洩れ込んだガスによって

ビームが散乱されてロスが撒き散らされると考えられる。リーク量がそれ程

大きくない場合には、真空ブレーク直後においてはそれ程圧力が悪化せず、

受ける散乱量も小さいため主にコリメータに集中してロスすると考えられる。

上記の検討結果より、 各機器で発生する故障のほとんどの場合において、ビー

ムコリメータでのロスが急増し、加速ビームのほとんど全てを吸収しなければな

らない事が判る。実際の運転時には、 （ 、機器保

護系統）によって設計以上のロスが発生した場合には即座にビームが停止するが、

それでも パルス分以上のフルビームがコリメータに当たることになる。そこで、

コリメータに１パルス分以上のフルビームが当たった際の発熱状態を前節と同様

に で評価を行った。図 に パルスのフルビームロスが つのコリメー

タブロックで発生した時の温度分布を示す。

図 フルビーム パルスロス時の発熱

での評価結果から、 パルス程度であればフルビームロスが発生しても

温度上昇は 度程度であり、問題とはならない事が判明した。



二次電子抑制コーティング試験

コリメータに当たった陽子は、ハドロンカスケードを起こしながら様々な粒子を

発生させる。それらの粒子の大部分は更なる反応を経て、最終的にはエネルギー

を分散させ電磁カスケードとなって 線と電子を大量に放出することになる。最

終的に発生した比較的エネルギーの低い 線や電子は、真空容器隔壁に衝突した

際に二次電子を発生し、真空容器内の電子密度が増加する可能性がある。それら

電子が作るポテンシャルによって加速ビームが攪乱され、不安定になる事象を

といい、これまで幾つかの加速器において観測されている 。

でも不安定性に関して評価が行われている 。この評価

では 国立研究所の の経験から、ビーム軌道 当たりに発生す

る電子数を陽子 個当たり × 個としており、これら電子が衝突する真空

容器表面の二次電子放出率の最大値を 、そのときの入射一次電子のエネルギー

を としている。この条件で行われた の入射時および出射時の電子雲

の成長の様子を図 、 に示す。この評価では、 ではかろうじて不安定

性の閾値を超えない結果となっている。しかし、ビームコリメータでは とい

うこれまでの加速器内では考えられない大量のビームロスが発生するため、想定

以上の二次電子が発生する恐れがある。 では、特に二次電子放出率が高いセ

ラミックダクトや、ロスの多いビームコリメータに関しては、窒化チタン（ ）

コーティングを施す事で対策を行っている 。 に関しては、二次電子放

出率に関して多くの測定データが存在しており 、一般的には加

速器真空容器として使用される物質の表面と比べて二次電子放出率が低いとされ

ているが、絶対値に関しては膜の条件によってばらつきが存在する。そこで、そ

の コーティングに関して、実際の二次電子放出率の測定や残留ガスとの相互

作用に対する安定性に関して試験を行い確認した。また、 以外のコーティン

グ皮膜として、ダイヤモンドライクカーボン（ ）に関しても評価を行った。

コーティング試験条件

試験に使用したサンプルは、厚さ 、直径 の 製の円盤をリファ

レンスとし、その上に測定を行うコーティングを施した物を準備した。 の表

面はバフで磨いた後に電解研磨を行なってからコーティングを行っている。 は

ホロカソード、 はプラズマ 法でそれぞれコーティングを行っている。サ

ンプルの写真を図 に示す。

試験方法

試験は、オージェ電子分光器（ ）と走査型電子顕微鏡（ ）を改造した二

次電子測定装置を用いて行った。 装置の構成と写真を図 および に、



図 入射エネルギー付近での電子雲の成長

図 出射エネルギー付近での電子雲の成長



図 コーティング試験サンプル

左が 、右が

の構成と写真を図 および に示す。 では、電子ビームをエネル

ギーを変えながらサンプルに照射し、オージェ過程によりサンプル表面の原子から

放出される電子のエネルギーと電流をアナライザーで測定することで、サンプル

表面に存在する原子の存在比を測定する装置である。（ただし、測定原理により軌

道電子を 個以上持つリチウム以上の原子番号の元素しか検出できない。）別途取

り付けられている イオンガンを使用することで、深さ方向の組成や表面スパッ

タリング洗浄も行う事ができる。また、バリュアブルリークバルブを通して お

よび ガスの導入を行い、表面への吸着状態の確認を行う事もできる。今回の

試験では、セラミックダクトやコリメータなど組み込み後に十分にベーキングで

きない系に関して、ガスが表面に吸着したままでビームが当たるような状況を想

定して、その相互作用によって表面コーティングにどのような変化が起こるかの

確認を行った。 では、照射された電子ビームの電流とサンプルから放出され

る電子電流を測定、その比を取ることで二次電子放出率の測定を行っている。



図 オージェ電子分光器　構成図



図 オージェ電子分光器　写真



図 走査型電子顕微鏡　構成図



図 走査型電子顕微鏡　写真



試験結果

膜、および 膜の による表面組成の測定結果を図 、 に示

す。どちらの測定も、まず最初に表面を イオンガンでスパッタリングし、表面

の汚れを削り取って測定を行った（図 、 中の上のスペクトル）。この場合、

、 どちらの場合も、コーティングを構成する元素以外のピークは見られ

ない。次に、 および ガスを系内に導入した状態で電子ビームを出し、バ

ルブを閉じてガスを止めた後に スペクトルの測定を行った（図 、 中

の真ん中および下のスペクトル）。 に関しては、ガスの導入によって表面に吸

着した および のうちの酸素原子が、ガスを止めた後にも吸着したままで

ある事が判る。一方の に関しては、導入後も酸素のピークはほとんど見られ

ず、ガスの吸着が起こっていない。

図 膜の 測定結果



図 膜の 測定結果



次に、これらの試験サンプルおよびリファレンスの 基板に関して二次電

子放出率の測定を行った結果を図 に示す。 の結果と比較して、 、

どちらも二次電子放出率が低い結果となった。 に関しては、ガス未導入

のサンプルに対して、 ガスの吸着したサンプルに関しては二次電子放出率に変

化は見られなかったが、 を導入した物に関しては、 の基板と同程度

まで二次電子放出率が上昇する事が判った。 の測定では表面の存在比しか測

定できないため、 と の吸着状態の違いを見分けることはできないが、二

次電子の結果からはそれらに違いがあるものと思われる。一方、 に関しては

の測定結果と同様、ガス導入の影響は見られなかった。また、二次電子放出

率は の方が良好な結果が得られた。

これらの結果より、現在 をコーティングしているコリメータに関しては、

ビーム運転開始前に真空中で十分な水の除去が必要である事が判った。そこで、工

場で組上げた段階で十分なベーキングを行うとともに、最終的にコリメータを据

え付けた後にもベーキングが可能なように、真空容器周辺にシースヒーターを巻

いた状態で設置を行った。

図 二次電子放出率測定結果



第 章 ビーム調整試験開始直後のロ

ス分布

概要

年 月 日より へビームが入射され、ビームコミッ

ショニングが開始された。 年 月の時点では、未だコリメータの動作に関

する詳細な試験が行われた訳ではないが、ビームコミッショニングの期間中、コ

リメータは設計 にセットしていたので、コミッショニング段階でのコ

ントロールミスによるビームロスはコリメータに局所化された。本章では、この

ファーストビームコミッショニング時にモニタされたビーム状況と残留線量の結

果を示す。

ビーム試験状況

への入射軌道の確立は、入射を開始した 月 日に達成された。しかし、

この試験期間には入射ビームはリング入射後荷電変換させずに入射直後の ダン

プに廃棄され、入射軌道の確認と調整のみが行われた。 リングの周回試験を

開始したのは、次の試験期間である 月 日になってからである。周回軌道は

試験開始日である 月 日に確立し、その後微調整や高周波加速空胴の調整に

数日を費やした。 での加速試験を 月 日に開始し、翌 日に最初の３

加速ビームの取り出しを確認した。図 、 に加速試験調整中および加速

成功時のモニタ出力を示す。

最終的には、 月 日まで 加速パターンの微調整を行い、図 でも未だ見

られたアーク部 最大点での急激なロスの増加は発生しなくなった所で

この試験期間が終了した。運転繰り返しパターンは、 バースト運転もしくは

の連続運転を試験内容に合わせて変更した。



図 月 日　ビームモニタ出力

一番上の緑線が 電極生波形、黄色と青がアーク部 最大点の比例

計数管ロスモニタ、ピンクが出射セプタム横の比例計数管ロスモニタ出力。 加

速パターンが調整不十分なため、加速開始後 秒頃に磁場と粒子の運動量の同期

が取れなっている。そのため、アーク部 最大点でロスし、 の生波

形も消えた。



図 月 日　ビームモニタ出力

信号は 月 日と同じモニタ出力を表示している。 加速パターンの調整を

行った結果、 秒辺りでロスモニタに反応はあるが、 の波形はビームが取

り出される 秒まで確認できた。



ビームロスモニタ出力と残留線量分布

　この試験期間の最終段階でのビームロスモニタと の出力を図 ～

に示す。また、試験期間終了後の機器表面残留放射線量の分布を図 に示す。

図 、入出射部ロスモニタ出力

一番上の水色線が 、黄色が 、ピンクが出射セプタム横の比例計数管ロ

スモニタ出力、緑が入射セプタム横のロスモニタ出力。 は周回周波数で規格

化されておらず、極性も反転してしまっている。ロスモニタのゲインは 倍、高

圧入力は 。

の波形はノイズが大きいものの、入射直後 秒程度で 割前後出力が

低下している。 入射直前の 出力、および３ 出力の比較か

らも同程度に出力の低下が観測された。一方、リングのロスモニタの出力はアー

ク部 最大点付近、入射分岐部、出射分岐部等 の狭い箇所で若

干のロスが発生している。コリメータ部では加速開始直後から連続的にロスが発

生しており、遮蔽体の外側での測定であることも考慮すると入射直後 秒程度で

発生している 割前後のロスはほぼコリメータに局所化されていると考えられる。

運転終了後に測定した残留線量の結果も、 周回軌道上ではコリメータ遮蔽体

の隙間にサーベイメータを差し込んで測定した がもっとも高い線量を

示している。これらの結果から、今回の試験状況ではビームコリメータはビーム

ロスの局所化に対して有効である事が確認できた。



図 コリメータ部ロスモニタ出力

一番上の青線がプライマリーコリメータ、水色が一つ目のセカンダリーコリメー

タ、ピンクが二つ目のセカンダリーコリメータ、緑が五つ目のセカンダリーコリ

メータ遮蔽体横のシンチレータ型ロスモニタ出力。緑のみゲインが 倍、それ

以外は 倍。高圧入力は 。



図 アーク部ロスモニタ出力

すべてアーク部 最大点の比例計数管ロスモニタ出力。ゲインは 倍、

高圧入力は 。



図 試験終了後の残留線量分布





第 章 まとめと今後の課題

　本研究では、 で使用するビームコリメータシステムに関

する研究を行った。本研究で実施したビームコリメータの構造検討、シミュレー

ションの結果および実機を作成するにあたって行った試験開発項目の内容と結果

について、以下にまとめる。

　ビームコリメータシステムの構造検討では、方式として ステージコリメーショ

ンシステムを採用した。コリメータの材質として、プライマリーコリメータは散

乱角度と耐熱性より水平垂直方向でタングステン、運動量方向ではカーボンを選

定した。セカンダリーコリメータは熱伝導性の良い無酸素銅とした。それぞれの

厚みは、必要な散乱角度、エネルギー損失の値より求め、それを元にビームロス

シミュレーションを行い、最終的にタングステンプライマリーコリメータは 、

カーボンは 、無酸素銅のセカンダリーコリメータは とした。水平

垂直方向のプライマリーコリメータとセカンダリーコリメータは入射用直線部の

下流に配置し、運動量方向のコリメーション用プライマリーコリメータは入射用

直線部手前のアーク部に配置する設計とした。セカンダリーコリメータの台数は

ビーム局所化とメンテナンス時の取り扱い易さから 台とし、コリメーションの

行い易い に軌道設計を最適化した。

　このように設計された コリメータシステムを用いたビームロス局所

化の評価については、トラッキングコード を用いて行なった。コリメータ

の を変化させた際に、どの程度コリメータでの局所化効率（コリメー

ション効率）が変動するか確認し、最適な 比を求めた。また、電磁石

の設置エラーによる 、およびコリメータ自身の位置エラーの影響に関して評

価を行い、セカンダリーコリメータに関しては、回転方向で 度程度、位置で

程度の誤差があってもコリメーション効率に影響しない事が確かめられた。 の

成長速度の違いによるコリメーション効率依存性は、プライマリーコリメータに当

たる際のインパクトパラメータを変化させる事によって確認した。 の成長速

度が非常に遅いか（衝突位置 以下）十分早い場合（衝突位置 以上）ビー

ムロスはコリメータにかなりの効率で局所化可能である。一方、衝突位置が

から に相当する速度で広がった場合には、コリメータの次に が

狭いキッカー電磁石やバンプ電磁石でのロス量が増大する。実際の で

は、コリメータ がある程度可変な設計としており、 比を大

きくしコリメーション効率を上昇させる事で、エミッタンス増加速度の変化に対



応可能である。

　これらの検討により、研究目標の一つである を達成す

る高効率コリメータシステムの達成に見込みが得られた。

　大強度ビームロスの局所化による放射線対策としては、遮蔽体の設計、冷却シス

テムの検討、真空表面処理の検討を行った。　遮蔽体の設計に関しては、

コードを用いて得られたビームロス分布から コードを用いて行った。残留

放射線の影響を下げる事を目的として、遮蔽体の内側を密度が大きく 線への遮

蔽効果の高い鉄、外側を放射化しづらいコンクリートというハイブリッド構造で

設計を行った。結果として、コンクリート遮蔽体の外側では残留放射線量が数百

以下に低減され、周辺での作業時の被曝量を大幅に低減する事ができた。

　冷却システムの検討は、当初ヒートパイプを使用する方向で検討を進めたが、

線照射試験の結果、数十 の照射線量で内部の冷媒（水）が分解し、熱伝導の

機能を失う事が判明した。そこで、熱伝導の良い無酸素銅の柱をコリメータに銀

ロウ付けし、それを真空外まで伸ばしそこに取り付けたフィンを空冷する方式に

変更した。熱伝導に必要な断面寸法は コードを用いて評価し、製作した

先行機を用いて試験を行った。その結果、計算より冷却効率は悪いものの、強制

空冷用ファンを遮蔽体外に追加すれば冷却可能である事が判明し、その様に設計

を変更する事で冷却性能を確保した。

　真空表面処理の検討に関しては、大強度ビームロスによるガス放出の低減およ

び二次電子放出対策としてコリメータブロックに コーティングを行い、その

の二次電子特性の測定を行った。また併せて コーティングに関しても評

価を行った。結果としては、 は水蒸気ガス吸着状態で電子ビーム衝撃を与え

ると、二次電子放出率の悪化が見られる事が判明した。そこで、工場で組上げた

段階で十分なベーキングを行うとともに、ビーム運転開始前に真空中で十分な水

の除去が可能なように、チャンバー周辺にシースヒーターを巻いた状態で設置を

行なった。

　これらの研究開発結果より、もう一つの研究目標である ｋＷのビームロス

による放射線の影響に対応できるコリメータシステムを構築する事ができた。

　また、実際のビームコミッショニング時のモニタ出力、および試験後の残留放

射線量の分布から、今回検討を行ったビームコリメータがビームロスの局所化に

対して有効である事が確認された。

　今後の課題としては、コリメータ機能の詳細検証、コリメータを用いたビーム

の測定等が考えられる。コリメータ機能の詳細検証は、ビームロスが設計どおり

に局所化されているか、ビームコリメータ周辺及び全周のビームロスモニタ、

をより詳細に監視する事で確認を行う。コリメータを用いたビームの測定として

は、入射ビームエミッタンス測定や 分布測定などが考えられる。入射



ビームエミッタンスの測定は、リニアックからの入射ビームをステアリング電磁

石等を用いてコリメータに徐々に近づけ、その際のビームロスモニタの信号強度

をヒストグラムにすれば測定可能である。また、ペインティング入射をしながら

コリメータ を変化させ同様の信号を見ることで 分布の情

報を得ることもできる。今後はコリメータをそれら測定に用いるためのコミッショ

ニングツールの開発および測定系の整備を進める予定である。また、ハードウェ

アの研究項目としては二次電子抑制および真空特性向上のためのコーティング手

法の開発がある。 と の二次電子測定結果より、 の方が真空的にも

安定で二次電子放出率も低い事が判った。今後は、 コーティング膜の大口径

ダクト内面へのコーティング手法の確立、さらに熱的、放射線的な強度の確認試

験等を行う必要がある。

　本研究の成果により、陽子シンクロトロンのビーム出力増強を阻むビームロス

の問題を回避し、ビーム性能の向上達成を確実な物とすることができた。





付 録 大口径リモートクランプシ

ステム

他施設の取り組み

コリメータ近傍で最も被曝が懸念される作業としては、コリメータ真空容器と

他機器との真空締結作業が考えられる。通常の真空締結方法として、 のフラ

ンジでの締結を考えるならば、作業手順としては

フランジ面へのシールの取り付け

フランジ面合わせ

ボルト締結

といった流れである。これらの作業は、全てフランジに接触して行わなければ

ならないため、大量のビームロスが発生しているような場所では、相当な被曝が

見込まれる。 では、真空締結の一部にクロークランプを採用し、手順

ボルト締結の作業時間の短縮化を図っているが、それでも手順 、 の作業での

被曝を免れる事はできない。　この問題を解決するために、世界各国の大強度陽

子加速器施設では様々なアイディアで遠隔より真空接続を行う装置が開発されて

いる。図 は、 国立研究所の で使用されているメンテナンス

用マニピュレーターである 。これは、 メートルのリーチを持つアームを用い

て高放射化エリアでのメンテナンス作業を行うもので、最大 離れた位置より

操作可能な設計となっている。アームの先端に取り付けられたマニピュレーター

はフィードバックシステムが取り付けられており、ある程度繊細な作業も可能で

ある。

の例は、汎用遠隔作業装置についての物であったが、真空ダクトの

締結 開放のみに特化した機器も検討、開発が行われている。図 、 は

で採用されているリモートクランプシステムである 。これは、クロークラ

ンプに取り付けられた軸をモータを用いて遠隔より操作することで締結 開放の動

作を行う構造となっている。その他にも、 のコリメータ部分にも遠隔より人

力で駆動させるクロークランプが使用されている （図 参照）。



図 メンテナンス用マニピュレーター

図 リモートクランプシステム概念図



図 リモートクランプシステム写真

図 リモートクランプシステム



ビームコリメータシステム用遠隔クランプ

のビームコリメータシステムでは、フランジ締結作業時の

被爆低減のために や と同様にクロークランプを使用したリモートクラン

プシステムの開発を行った 。図 に ビームコリメータシステム用ク

ランプの概念図を、図 に写真を示す。 ビームコリメータシステム用クラ

ンプシステムは、クロークランプ部、フランジ移動リニアガイド、駆動ネジ、ナッ

トランナー等より構成される。クランプ部分にはフランスのセフィラック社製の

クロークランプを採用しており、クロークランプの開閉、およびフランジ面の接

続 切離し動作は装置上部よりネジを回転させる事によって行われる。本システム

の特徴は、このネジの回転を本体と切り離されたナットランナーを用いて制御す

る点である。ナットランナーは普段はコリメータ本体から離れた場所に保管され

ており、必要に応じてクレーンにて装置上部に取り付けられる。このため、放射

線による故障の心配が無く、作業前の動作確認等も容易である。このナットラン

ナーの制御系ではナットランナーのトルクおよび回転数を設定でき、必要な締め

付けトルクや移動量を制御している。図 および に、動作試験時の写真を示

す。動作試験時には、フランジ面同士にズレがあった場合を想定し、わざと

高さをずらした状態での試験も行った。面ズレに関しては、フランジ内部に取り付

けられたガイドによって接続時に修正され、問題無く嵌め合う事を確認した。ま

た、動作試験の後に行った リーク量の確認では、 ・ 以下

のリーク量である事を確認し、実用上問題が無いことを確認した。



図 リモートクランプシステム概念図



図 リモートクランプシステム写真



図 フランジ取り付け動作

図 クランプ締結動作





付 録 コリメータ使用部品の耐放

射線試験

線照射試験施設

概要

コリメータで使用される部品のうち、特に放射線によって問題が発生すると考

えられる部品に関しては、 線照射試験を行いその健全性を確認し、また必要に応

じて耐放射線性能の高い部品を開発した。実際の使用状況としては、高エネルギー

陽子ビームがコリメータ周辺に当たることによって引き起こされるハドロンカス

ケードによる二次放射線が照射線源となるため、照射される線種は多岐にわたる。

しかしながら、以下の理由により耐放射線性試験には 線照射場を使用した。

陽子線照射施設の確保が難しい

仮に照射が可能であったとしても、吸収線量の同定が困難

照射後に試験体が放射化してしまうため、特性試験が困難

機器の故障は基本的には核反応ではなく、それによって引き起こされる電磁

カスケードによる電子陽電子線及びγ線による分子構造の破壊が原因と想定

される

線照射場を使用することで、上記 ～ の問題を回避でき、定量的な評価を行

う事ができる。

線照射施設詳細

線照射試験には、日本原子力研究開発機構　高崎量子応用研究所の 線照射施

設　第１照射棟で実施した。この施設は、密封コバルト 線源をプール水中に格



納して線源昇降装置により照射室内に上昇させ、 線照射を行う施設であり、 室

の照射室を有している。第 照射室は主に高分子材料の照射劣化の研究や専用照

射容器による極低温状況下における照射、第 照射室では主に原子力施設材料等

を試料とした照射損傷の評価・検討の研究、第 照射室では、大型原子力施設等の

材料の長時間照射における照射損傷の評価を行っている。本研究では、第 およ

び第 照射室を使用して試験を行っている。図 ～ に第１照射棟の写真を、

表 に第１照射棟の主要諸元を示す。第 照射室の線源は円筒状、第 照射室の

線源は直線状に配置されており（図 および ）、被照射サンプルは線源保護

金網の外側に配置される。

図 第１照射棟構造図

照射線量の評価方法

試験サンプルの吸収線量は、サンプル周辺の空間線量率をアラニン線量計（日

立電線株式会社製　アラニン線量計「アミノグレイ」）を用いて測定し、その値を

基に算出している。アラニン線量計は、アミノ酸の一種であるアラニンを主成分

とし、放射線の吸収によりその吸収線量に比例してアラニン中に生じるラジカル

量を測定することで空間線量率を算出する。線量計の読み取りは、 （電子ス

ピン共鳴）スペクロメータを用い、石英管にアラニン素子を入れて強磁場中にお

けるマイクロ波の吸収スペクトルを測定する 。一次微分吸収スペクトルは 本



図 第１照射棟写真

図 第１照射室



図 第 照射室

図 第 照射室線源



図 第 照射室線源

表 第１照射棟　主要諸元

施設名 第１照射棟

照射室

線源格納 水中

照射台寸法

線源形状 板状

線源高さ

線源数量

線源数量

空間線量率 ～

空間線量率 ～

利用状況 長時間照射、核融合炉用材料



のピークをもち、ラジカル生成量はこの二階積分値に比例する。図 にアラニ

ン線量計を、図 にその取り付け状況の写真を示す。

図 アラニン線量計

図 アラニン線量計取付図



耐放射線ステッピングモータ

概要

コリメータで使用される機器中、最も故障が見込まれる部品としては駆動に用

いるステッピングモータが挙げられる。そこで、本研究では（株）関電工、（株）

明電舎、（株）新日本石油、（株）山洋電気、（株）ハーモニックドライブシステム

各社の協力の下、コリメータで使用するための耐放射線ステッピングモータを開

発し、照射試験を行った 。

試験条件

モータの耐放射線性は使用しているコイルの絶縁材および軸受けのグリースの

耐放射線性に依存すると考えられるため、本研究ではコイル絶縁材に 核融

合炉用 モータとして開発実績のある （ポリベンゾイミダゾール）被覆を採

用し、グリースに関してはアルミ粉を混入した特注品を使用している。図 に

設計図を、図 に製作したステッピングモータの写真を示す。モータは 相式

で、基本ステップ角は 度である。照射試験時の配置を図 、 に示す。

図 設計図



図 耐放射線ステッピングモータ写真

図 照射試験時配置図



図 照射試験時照射室内配置写真

試験内容

試験項目としては、照射環境中での動作試験、およびある程度の照射線量に達

した際に取り出して各種特性試験を行った。照射サンプルとして 台のモータを

用意し、動作試験としては 台（ 号機）を 日 回、 台（ 号機）を 週間に

度、残り 台（ 号機）を ヶ月に 度照射室外に置いたコントローラーより動

作させた。動作確認は、ステッピングモータの回転を直線動作に変換するハーモ

ニックドライブギアを取り付け、ハーモニックドライブにスライダックを連動さ

せその抵抗値の変動の測定、および先端に取り付けたマーカーの動きを位置セン

サで検出して行った。ハーモニックドライブの図を に示す。

照射室より取り出しての特性試験は次のような項目に関して測定を行った。

ディテントトルク

シャフトにトルクダイヤルを取り付け、無励磁状態での摩擦トルクを測定す

る。 方向、 方向に各 回測定し、その最大値をディテントトルク

とした。

巻線抵抗

モータの各リード線端子において、図 中 、 、 、 、 相間



図 ハーモニックドライブ図面

抵抗を測定した。

巻線インダクタンス

モータの各リード線端子において、図 中 、 、 、 、 相間

のインダクタンスを測定した。

絶縁抵抗

絶縁抵抗計を用いて、巻線 フレーム間の絶縁抵抗を測定した。

ホールディングトルク

モータのリード線端子のうち 、 を＋、 、 を に結線し、一相当たり

の電流を流した際にモータの最大保持トルクを測定した。

静止角度誤差

モータを ステップずつ送り、静止角度誤差をロータリーエンコーダにて測

定した。



図 ステッピングモータ相間結線図

最大自起動周波数

駆動装置によりミスカウント無く起動できる最大周波数を無負荷にて測定し

た。

脱出トルク

にて回転させたときモータが追従して同期回転できる最大トル

クをダイナモメータにより測定した。

絶縁耐圧

耐圧試験機を用いて、巻線 フレーム間の絶縁耐圧を確認する。耐圧条件は

巻線 フレーム間に 、 、１秒とした。

照射環境中での動作試験結果

照射環境中での動作試験データの例を図 に示す。図中、下部に大量のピー

クを持つ赤線が入力電流、ピンクおよび黄色で示された矩形波が基準リミットス

イッチ信号および近接センサの 信号、青および緑の山形の波形がスライ

ダックおよびギャップセンサで測定された動作変位量を示している。この様に動

作確認を行いながら不具合が発生せず まで照射が終了した後、 号機に関

しては照射を中止し、特性試験を行った後に分解、内部の確認を行った。 号機、

および 号機に関しては引き続き照射を続けたが、 号機は制御系の不具合よりリ



ミットを越えた位置で動作を続け、ハーモニックドライブが損傷し動作不能となっ

た（図 ）。そのため、 以降は 号機 台で照射を継続した。照射継続

後、 ｙ照射後に動作しなくなったため、照射を中断し特性試験を行った。そ

の結果、ハーモニックドライブのギア部分が重くなり駆動に必要なトルクがモー

タ出力を超えたためという事が判り、ハーモニックドライブを外しモータのみと

なった状態で再度照射を継続した（調査の結果、原因はグリースの固化と判明。詳

細は特性試験結果を参照）。最終的に、 を超えた所で照射を再度中断し、

特性試験を行った。表 にサンプルへ照射した線量をまとめる。 号機に関して

は、特性試験後も動作に問題が見られなかったので、照射試験を継続中である。

図 動作試験データ

特性試験結果と考察

特性試験の結果を表 に示す。 で測定した 号機を分解し、内部の確

認を行ったため、それ以降の測定値は別の個体（ 号機）での値となり直接データ

が継続していない。しかし 号機、 号機ともに一般のモータで採用されている仕

様値の範囲内であり、この値を標準として照射の影響を比較する。照射後、大きく

値が変動している項目はディテントトルクと絶縁抵抗である。絶縁抵抗は

照射後の 号機において低下が確認され、その後の測定により急激な減少が確認

されている（表 　 参照）。ディテントトルクに関しては、 号機では



図 ハーモニックドライブ分解写真

リミットを越えて押されたため、ストッパーのボルトが曲がっている。

表 サンプルへの照射線量

　 照射線量 状況

号機 照射後、特性試験を行い分解。

号機 照射後、異常発生のため分解。異常の原因はモータ

ではなくハーモニックドライブ。

号機 照射後、異常発生したがハーモニックドライブ側で

あったため、切り離して照射継続。

特性試験後、 年 月 日現在さらに照射を継続中。



の照射線量で著しい増加（ 倍程度）が見られるが、 号機では 照射後

に 倍程度増加しているに過ぎない。ディテントトルクは無励磁状態でのシャフ

トの摩擦トルク値であるので、この値の増加は軸受けグリースの影響であると考

えられる。また、照射環境中での動作試験結果でも述べたとおり、ハーモニックド

ライブでも駆動トルクの増大が確認されている。そこで、これらで使用している

グリースが 線照射によってどのように変質したかを、ちょう度（ で定められ

たグリースの硬さ）測定、 分析、質量分析、 分析によって確認した。 分

析はグリースをヘキサンに溶かし、溶液と残留物とをそれぞれ測定した。また質

量分析、 分析はヘキサン溶液に関してのみ行った。グリース基油および添加

増ちょう剤を図 に、各分析結果を表 および図 ～ に示す。グリー

ス基油はヘキサンに可溶、添加増ちょう剤はヘキサンに不溶であり、ちょう度測

定を除き新品の分析ではヘキサン可溶分の測定では基油に相当するピークが、不

溶分の測定では添加増ちょう剤のピークが確認できる。表 に示したちょう度

測定結果は、 号機モータ軸受け、 号機モータ軸受け、 号機ハーモニックドラ

イブの順に硬度が増していき、 号機ハーモニックドライブに関しては完全に固化

しているため測定不能であった。この傾向はディテントトルクの測定データおよ

びハーモニックドライブの動作不具合の傾向と一致しており、それらの原因がグ

リースちょう度の劣化であると考えられる。図 および の 分析の結果

では、ヘキサン不溶分に関しては新品と比較して照射後のサンプルではウレア基

（ 基）、アミノ基（ 基）のピークの減少が確認された。この事より、

増ちょう剤が劣化（分解）したと考えられる。また、照射後のサンプルで 付

近に見られる二つのピークは、基油成分の芳香族が変質し不溶分となって現れた

物と考えられる。ヘキサン可溶分に関しては、照射後のサンプルは新品とほぼ同

様のスペクトルであったが、 付近に新しいピークが見られた。質量分析の結

果を図 ～ 、 分析の結果を図 に示す。質量分析の結果では、照

射後のサンプルでは質量電荷比 の基油以外に、その 量体である のピー

ク、および 付近に基油が半分に開裂したものと思われるピークが確認された。

また の結果でも、新品では平均分子量 のピークしか存在しなかったのに

対し、モータ軸受けのグリースでは 量体と考えられるピークが 程度存在す

る。ハーモニックドライブリードねじ部のグリースに関しては、 量体と考えられ

るピークが 、分解物と思われる平均分子量 のピークが 存在している。

これらの結果より、基油成分に関しては、放射線によって分解および重合が起こっ

ているものと想定される。これら分析結果より、グリースちょう度の減少は基油

成分の分解、重合による減少と増ちょう剤の劣化が原因と考えられる。
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図 グリース基油および添加増ちょう剤の分子構造図

増ちょう剤はヘキサンに不溶、基油はヘキサンに可溶。

表 ちょう度測定結果

グリース種別 ちょう度　（ ）

新品

号機ハーモニックドライブ リードねじ部 固化のため測定不能

号機ステッピングモータ軸受（ ）

号機ステッピングモータ軸受（ ）



図 グリース　ヘキサン不溶分の スペクトル



図 グリース　ヘキサン可溶分の スペクトル



図 号機　ハーモニックドライブ　リードねじ部グリース質量分析スペク

トル

図 号機　ステッピングモータ軸受グリース質量分析スペクトル



図 新品グリース質量分析スペクトル

図 グリース クロマトグラフィ



ヒートパイプ冷却システム検討

概要

によるシミュレーションの結果より、上下方向のブロックでは最大

、左右方向では最大 の発熱が見込まれる。そこで、その冷却のために

設計の初期段階ではヒートパイプの仕様を視野にいれ、その耐放射線性能の評価

試験を行った。

試験条件

今回試験に使用したヒートパイプは日立電線㈱製の一般民製品で、管の材質は

脱リン酸銅、内部の冷媒は水を使用している。ヒートパイプの機能確認試験のた

め、パイプ上部、中部には熱電対を、パイプ下部には熱電対に加えて のヒー

ターをあらかじめ取り付けてある。このヒーターによって与えられた熱は、パイ

プ上部に輸送され圧着されたフィンにより空冷される設計となっている。また、本

試験では照射後の内部気体の分析をするため、パイプ最上部にバルブを取り付け、

その開閉により内部気体のサンプリングが可能なように改造している。サンプル

は、照射線量の違いによる影響を確認するため同じ形状の物を 本作成した。試験

体を図 、図 に示す。今回の試験は、ヒートパイプの放射線環境下での動

作の確認と、ヒートパイプ内部にてどのような事が起こっているのかの確認に分

けられる。放射線環境下での動作試験では、放射線照射前、照射中、および照射

後のヒートパイプの熱伝達試験とその際浴びた 線の線量測定を行なった。また、

ヒートパイプ内部の確認調査としてはガスクロマトグラフおよび での内部

気体の分析、冷却水内部の溶存元素の分析を行った。照射室内の様子を図 に

示す。室温は、業務時間のみ空調が入るため、昼と夜で最大 度程度上下してい

る。照射中の室温の変動はヒートパイプ機能試験の結果に併せて記載している。

空間線量率の測定はアラニン線量計をヒートパイプ３カ所（ヒータ部①、中間

部②、放熱部③図 参照）に取付け実施した。

空間線量率測定結果より、各ヒートパイプの積算線量を求めたものを次表 に

示す。

ヒートパイプ機能試験内容

ヒートパイプ機能試験として、ヒートパイプに 線を照射しながら、パイプ下部

に取り付けられているヒーターに Ｗの熱を与え、その際パイプに取り付けた

熱電対でパイプ上部、中部、下部の温度を測定する事により、熱輸送能力を確認し

た。ヒーターに入力されている電力、熱電対の出力は横河製 モジュール



図 ヒートパイプ試験体図面



図 ヒートパイプ試験体

図 照射室内配置



図 アラニン線量計測定位置

表 積算線量

試　料　名 測定箇所 線量率 積算照射時間 積算線量

ヒートパイプ１ ヒータ部①

中 間 部②

放 熱 部③

ヒートパイプ２ ヒータ部①

中 間 部②

放 熱 部③

ヒートパイプ３ ヒータ部①

中 間 部②

放 熱 部③



を介して照射室外に置かれたパソコンに取り込み、保存した。試験体系を図

に示す。

図 ヒートパイプ機能試験体系

ヒートパイプ機能試験結果

ヒートパイプ機能試験は、照射前、照射中、および照射後にそれぞれ行った。照

射前の測定結果を図 に、照射中の測定結果を図 に、照射後の結果

を図 にそれぞれ示す。照射開始前の測定では、すべてのヒートパイプに

関して加熱している下部と上部冷却フィン付近とで 度程度の差となっており、下

部にて加えられた熱が上部に問題無く伝わって冷却されている。代表例としてサン

プル１の温度変化を図 に示す。照射を開始すると、ヒートパイプⅠおよびⅡ

では、照射開始後 時間程度にわたってデータロギングに失敗してデータが存在

しないものの、それ以降のデータは時間とともに下部と上部の温度差が広がって

行き、ヒートパイプの熱伝達機能が劣化していることがわかる（図 、 ）。

照射開始直後からデータの残っているヒートパイプⅢで照射初期の状況を確認す

ると、照射線量にして 弱から速やかに温度差が開いていき、ヒートパイプ

としての機能を失っているのがわかる（図 、 ）。また、フィンを介しての

自然空冷としているため、照射試験中の室温の変化に対してヒートパイプ各部の

温度も敏感に反応している。最後に、照射試験後半年ほど経過したヒートパイプ



それぞれに関して動作確認を行った。結果としては、照射によって機能を失った

ヒートパイプⅠ～Ⅲについては、半年の時間経過によっても機能を回復しなかっ

た。一方、照射を行っていないヒートパイプⅣに関しては問題無く動作した。（図

～ ）

図 照射前機能試験結果

ヒートパイプ内圧力測定方法

次に、照射を行ったヒートパイプ内部の気体に関して、内圧の測定とガス成分の

分析を行った。内圧の評価は、ガス分析に使用するため捕集ビンに採取したヒー

トパイプサンプル内部ガスの圧力から、照射前後のヒートパイプ内の圧力を計算

した。計算の方法は各ヒートパイプに対し、ガスを採取した捕集ビンの圧力から、

捕集用真空ライン内圧力を求めた後に、ヒートパイプ内の圧力を求めた。図

にヒートパイプ内のガスを捕集ビンに採取するための真空ラインの図を示す。

ヒートパイプ内圧力測定結果

ヒートパイプ内の圧力測定結果を表 にまとめる。今回の試験では 線照射

前のヒートパイプ内ガス採取はⅢのみ実施し、その他については行われなかった。

しかし、各ヒートパイプについてはパイプ内の体積、及び内部の冷却水はほぼ同



図 ヒートパイプⅠ照射時動作試験

図 ヒートパイプⅡ照射時動作試験



図 ヒートパイプⅢ照射時動作試験

図 ヒートパイプⅢ照射時動作試験（照射初期拡大図）



図 ヒートパイプⅠ照射後動作試験

図 ヒートパイプⅡ照射後動作試験



図 ヒートパイプⅢ照射後動作試験

図 ヒートパイプⅣ動作試験（未照射）



図 捕集用真空ラインの詳細

様の条件である。従って上記の表から照射時間の増加に伴い、パイプ内の圧力が

増加していることがわかる。ちなみに初期圧力をすべてⅢと同様とした場合、照

射後の内部圧力の増加率はⅠが 、Ⅱが 、Ⅲが である。照射時間とヒー

トパイプ内の圧力変化を図 に示す。

表 積算線量

試　料 ヒートパイプⅠ ヒートパイプⅡ ヒートパイプⅢ

照射時間

冷却水量

照射前 照射後 照射前 照射後 照射前 照射後

捕集ビン圧 － －

ヒートパイプ内圧 － －

　　

　　　　　　

　　 　　



図 照射時間と圧力変化

　　 　　

　　　　

ガス分析方法

　ガスクロマトグラフおよび四重極質量分析装置（ ）を用いて、パイプ

内の残留ガスの評価を行った。測定方法はヒートパイプ内圧力測定にて捕集したガ

スを捕集ビンにて保管し、分析器の配管ラインにこの捕集ビンを取り付け分析を

実施した。図 、 にガスクロマトグラフィの試験体系を、図 と

に四重極質量分析装置の試験体系をそれぞれ示す。

ガスクロ測定結果

上記ガスクロによる採取したガス試料の分析結果を表 ～ に示す。評価

に当たって、ガスクロのピーク値を標準ガスで校正している。

ヒートパイプ の照射前の分析結果では窒素と酸素が ： で存在しており、内

部には通常の空気が入っていた事が判る。照射後のデータに関しては、照射前に

存在しなかった水素が主要なガス成分となっている。ただし、照射線量に比例し

てその存在比が増えている訳ではない。



図 ガスクロマトグラフ配管図

図 ガスクロマトグラフ配管写真



図 系配管図

図 系写真



表 ヒートパイプ１ガスクロ試験結果

ヒートパイプ１（照射時間 照射線量

１回目測定 ２回目測定 平　　均

校正圧力 校正圧力 圧力

表 ヒートパイプ ガスクロ試験結果

ヒートパイプ２（照射時間 照射線量 ）

１回目測定 ２回目測定 平　　均

校正圧力 校正圧力 圧力

表 ヒートパイプ ガスクロ試験結果①

ヒートパイプ （未照射）

１回目測定 ２回目測定 平　　均

校正圧力 校正圧力 圧力



表 ヒートパイプ ガスクロ試験結果②

ヒートパイプ （照射時間 ｈｒ 照射線量 ）

１回目測定 ２回目測定 平　　均

校正圧力 校正圧力 圧力

四重極質量分析測定結果

質量分析測定結果を図 ～ に示す。

図 ヒートパイプ１　 スペクトル

ガスクロでの測定と違い、未照射サンプル（ヒートパイプ ）の結果ではガス成

分は質量数 、 といった水が主要成分である。これはガスクロでは水蒸気が測

定できないためである。窒素と酸素は量としては水蒸気より 桁少ないが、存在比

は ： であり内部は減圧され水蒸気で飽和した空気と考えられる。照射後のヒー



図 ヒートパイプ 　 スペクトル

図 ヒートパイプ 　 スペクトル



図 ヒートパイプ （未照射サンプル）　 スペクトル

トパイプ内部の気体は、どの結果も水素が 割前後を占めており、この場合もガ

ス成分比と照射線量に明確な比例関係は見られなかった。

ヒートパイプ試験考察

照射中機能試験の結果より、ヒートパイプは放射線に対してそれほど強くなく、

数十 で熱伝導率が急速に悪化する事が判った。パイプ内圧の測定結果より、

これはパイプ内の圧力が上昇し水が沸騰し辛くなり、熱交換が行われなくなった

ためと考えられる。また、パイプ内部には空気以外に水しか存在しない事から、内

圧の上昇は水が分解したためと推測される。ガス成分分析の結果からも、定量的

な議論ができる程系統的な結果は得られていないが、定性的には照射前に主要な

ガス成分であった水蒸気および冷媒である水が分解し、代わりに発生した水素が

主要な成分となっている事が判る。ただし、水が分解したのであれば、水素の半

分だけ酸素も発生してるはずであるが、ガスクロ、 どちらの測定でも酸素

がそこまで増加したという結果は得られなかった。これ以上の評価は行っていな

いため、詳細は不明であるが、現象から推察すると酸素は水に溶解したかパイプ

内壁に酸化したかどちらかであると推察される。



付 録 真空処理

コリメータの真空処理

加速器では真空容器内に大量の残留ガス分子が存在すると、加速ビームはその残

留ガスと衝突し散乱を受ける。残留ガスとの衝突を繰り返すことによって受ける多

重散乱の影響は、衝突が相当数起こるのであれば 式で表す事ができる。もし真

空容器内が十分な真空度に保たれていない場合、そのような多重散乱の結果として

大量のビームロスが発生する可能性がある。また、そのビームロスやイオン化した

残留ガスが真空容器表面に衝突することで、壁面からガスが放出されさらに真空度

が悪化する事が考えられ、実際に の では” ”という真空

度の急激な悪化が観測されている 。それ以外にも、真空度が低いと真空機

器の寿命を縮めメンテナンスの頻度を上げたり、残留ガスのイオン化によって発生

した電子が増幅し不安定性を起こす、等の問題が懸念される。

では、超高真空の達成を目指して真空内に収められる機器に関して様々な処理を

行っている 。ビームコリメータは積極的にビームを当てる装置であるため、

そのビーム衝撃によって真空度の悪化が特に起こり易い機器と考えられる。そこ

で、その様な問題の発生を防ぐために、ビームコリメータではビームが衝突する

ブロックに真空脱ガス処理を施している。それについて以下に述べる。

コリメータブロック脱ガス処理

ビームコリメータ中、最もビーム衝撃を受けるのは無酸素銅のセカンダリーコ

リメータブロックである。そこで、そのブロックを真空中で焼き、脱ガス処理を

行った。無酸素銅の脱ガス処理に関しては、真空中で ℃に焼くことで表面の

酸化層が内部の水素と次のような反応をして、無くなる事が判っている 。

高真空時の残留ガスの主成分である、水素の放出を妨害していた表面の酸化層

を取る事によって、内部の水素を拡散により低減する事が可能になる。次に、ど

の程度の温度でどの位の時間焼き出しを行えば、十分なガスの低減化が可能であ

るか評価を行った。バルク中の水素の拡散は、次の拡散方程式によって表される。



ここで、 は水素濃度、 は拡散係数である。この拡散方程式は、変数分離を行

う事によって以下のように解く事ができる。 を変数 、 、 、 それぞれ独立の関

数の積 、 、 、 で表されるとすると より

辺々 で割ると

となる。この式が で恒等的に成り立つため

には

が成り立たねばならない。 に関して解くと

が一般解となる。コリメータブロックの 方向の長さを とすると、初期条件

と境界条件はぞれぞれ次のように表される。

境界条件 より、 なので は次のように解く事ができる。



も同様に求められるため、 式は次のように表される。

よって は

であり、 と初期条件から が求められる。

図 に、 二次元の場合の濃度分布の変化を示す。

実際の評価には、コリメータの寸法 と拡散係数 が必要である。コ

リメータの寸法は定数であるが、拡散係数は温度の関数であり、焼き出し温度を

決めないと確定できない。拡散係数は温度の単調増加関数であるので、温度が高

ければ高いほど拡散の効率は上がるが、一方で部材の耐熱温度を考慮する必要が

ある。コリメータ無酸素銅ブロックではビームを吸収する部分と熱伝導部を銀ロ

ウで接合しており（図 ）、その耐熱条件より焼き出し温度を ℃に定めた。

図 に ℃でのコリメータ中心部での水素濃度の変化を示す。この結果およ

び作業工程等を考慮して、焼き出し時間は 時間とした。焼き出し時の真空加熱

炉の温度変化、および内部のガスの スペクトルを図 に示す。

最終的に放出された水素分量は、 式で表される を全空間範囲にわたって

積分することで求められる。 は 、 、 の多項式であり、全ての項を積分する

ことは容易ではない。しかし、高次の項は指数関数部分により が大きくなると

速やかに に収束する。そのため、ある程度時間の過ぎた段階での濃度を求める

には、 の項のみ計算すれば良い。その結果、 時間 ℃の焼き

出しによって、コリメータ内部の水素が平均で 、表面付近 程度の厚さで

あれば 程度まで減る事がわかる。未処理の無酸素銅バルク中の水素濃度を



図 濃度分布

図 コリメータブロック 熱伝導部接合部



図 コリメータブロック中心での水素濃度

図 コリメータブロックのプリベーク時データ



と仮定すると、 ℃での拡散過程によるアウトガスレートは

となるが、 ℃ 時間の条件で真空炉を用いて焼き出し処理

を行った後では となり、全コリメータブロック表面からの

ガス放出量としては まで減少させることができる。
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